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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月14日（金曜日）

午前10時０分開会

第４委員会室

出席委員

委員長 山 内 末 子さん 中 川 京 貴君

副委員長 仲 田 弘 毅君 中 川 京 貴君

委 員 新 垣 良 俊君 具 志 孝 助君

照 屋 大 河君 髙 嶺 善 伸君

前 島 明 男君 渡久地 修君

當 間 盛 夫君 大 城 一 馬君

説明のため出席した者の職、氏名

企 画 部 長 謝 花 喜一郎君

企 画 振 興 統 括 監 具志堅 清 明君

企 画 調 整 課 長 稲 福 具 実君

企画調整課跡地対策監 下 地 正 之君

交 通 政 策 課 長 多嘉良 斉君

統 計 課 長 高 木 雄 二君

科 学 技 術 振 興 課 長 金 城 寛 信君

地 域 ・ 離 島 課 長 田 中 克 尚君

地域・離島課副参事 比 嘉 悟君

会 計 管 理 者 岩 井 健 一君

監 査 委 員 事 務 局 長 新 垣 光 博君

人 事 委 員 会 事 務 局 長 平 良 宗 秀君

議 会 事 務 局 長 嘉 陽 安 昭君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（企画部、出納事務局、人事委員会事務局、

監査委員事務局及び議会事務局所管分）

２ 予算調査報告書記載内容等について

3ii4

○山内末子委員長 ただいまから総務企画委員会を

開会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて」に係る甲第１号議案、平成26年度沖縄県一般

会計予算を議題といたします。

本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

局長の出席を求めております。

まず初めに、企画部長から予算の概要説明を求め、

各種委員会等事務局長の説明は省略いたします。

それでは、企画部長から企画部関係予算の概要説

明を求めます。

謝花喜一郎企画部長。

○謝花喜一郎企画部長 それでは、企画部の平成26

年度歳入歳出予算の概要につきまして、お手元にお

配りしてあります「平成26年度当初予算説明資料企

画部」に基づきまして御説明申し上げます。

１ページをお開ください。

部局別の歳出予算が記載されております。

企画部所管の一般会計歳出予算額は、４行目の557

億7549万7000円となっており、離島地区情報通信基

盤整備推進事業や公共交通利用環境改善事業、鉄軌

道を含む新たな公共交通システム導入促進事業など、

沖縄21世紀ビジョンで掲げた将来像の実現に向けた

諸施策を展開するための予算を計上しております。

次に、企画部の歳入予算の概要について御説明申

し上げます。

資料の２ページをお開きください。

下段の平成26年度一般会計歳入合計7239億2200万

円のうち、企画部に係る分は482億5980万6000円で、

県全体の6.7％になっております。前年度に比べ63億

6967万8000円、15.2％の増となっております。

その主な理由は、沖縄振興特別推進交付金による

事業の増、総合行政情報通信ネットワーク高度化事

業の県債の増によるものであります。

次に、企画部の一般会計歳入予算の主な内容につ

いて、表の上から（款）ごとに御説明申し上げます。

９番目の（款）使用料及び手数料は301万3000円で、

主なものは、土地の開発許可申請等に係る手数料で

あります。

（款）国庫支出金は411億29万5000円で、主なもの

は、沖縄振興特別推進交付金の市町村分、離島地区

情報通信基盤整備推進事業、離島航路運航安定化支

援事業、公共交通利用環境改善事業などの国庫補助

金であります。

（款）財産収入は9273万9000円で、主なものは、

沖縄県特定駐留軍用地内土地貸付料、市町村振興資

総務企画委員会記録（第３号）



－218－

金貸付金利子であります。

（款）寄附金は150万円で、これは沖縄県知的・産

業クラスター形成推進に係る寄附金であります。

（款）繰入金は15億1619万2000円で、その主なも

のは、沖縄県特定駐留軍用地内土地取得事業基金繰

入金であります。

（款）諸収入は３億2196万7000円で、主なものは、

地域総合整備資金貸付金元利収入であります。

（款）県債は52億2410万円で、主なものは、総合

行政情報通信ネットワーク高度化事業であります。

以上が企画部一般会計歳入予算の概要であります。

次に、歳出予算の概要について御説明申し上げま

す。

３ページをお開きください。

款ごとの一般会計歳出予算が記載されております。

（款）総務費の805億4141万2000円のうち企画部所

管分は557億7549万7000円で、全体の69.3％となって

おります。前年度と比較して74億7299万4000円、15.5

％の増となっております。

４ページをお開きください。

一般会計歳出予算の主な内容について、（目）ごと

に御説明申し上げます。

（項）総務管理費の中の（目）諸費66億2296万8000

円のうち、企画部に係る分は16億4518万9000円で、

その主なものは、駐留軍用地跡地利用促進費であり

ます。前年度に比べ、３億5102万9000円、27.1％の

増となっております。

（項）企画費の中の（目）企画総務費は54億4527

万4000円で、その主なものは、通信施設維持管理費

で、37億6558万5000円となっております。前年度に

比べ、34億5792万5000円、174％の増となっておりま

す。

（目）計画調査費は、145億7346万1000円で、その

主なものは、交通運輸対策費が63億9604万4000円、

通信対策事業費は29億635万2000円であります。前年

度に比べ28億9824万2000円、24.8％の増となってお

ります。

５ページをお開きください。

（項）市町村振興費の中の（目）市町村連絡調整

費は３億3456万8000円となっております。

（目）自治振興費８億5232万8000円は、市町村振

興資金等貸付費及び市町村振興協会交付金でありま

す。

（目）沖縄振興特別推進交付金317億1077万1000円

で、その主なものは沖縄振興特別推進交付金のうち

県内市町村が実施するソフト事業等を対象とした交

付金で、前年度に比べ７億2002万1000円、2.3％の増

となっております。

（項）選挙費の中の（目）選挙管理委員会費3856

万5000円、（目）選挙啓発費586万9000円、（目）県知

事選挙及び県議会議員補欠選挙費４億9853万5000円

は、選挙の管理執行に要する経費であります。

（項）統計調査費の中の（目）統計調査総務費３

億2518万3000円、（目）人口社会経済統計費３億4575

万4000円の主なものは、職員費、総務経常調査費な

ど諸統計調査に要する経費であります。

以上が、企画部一般会計歳出予算の概要でありま

す。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○山内末子委員長 企画部長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、「予算議案の審査等に関する基本的事項」に

従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから行い、重複することがないよう、簡潔

にお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

照屋大河委員。

○照屋大河委員 まず、企画部長に伺いたいと思い

ます。

企画ということで、大型の事業あるいは沖縄振興

に資するような事業をつかさどる、責任を持ってやっ

ていく部なので、所見を伺いたいのですが、きのう

沖縄県立高等学校で合格発表があって、約１万4000

人近くの合格者があったということです。私も、ちょ

うど同世代、同級生や、そういう人たちの子供たち

が合格するという時期なのであちらこちら激励に

回ったのですが、入学の喜びと同時に、３年後、進
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学、就職、若い人たちの就職の問題といったことを

心配する父母の声もあるわけです。だから、大型事

業をやっていく企画部として、若い人たちの雇用を

つくっていくとか、新たな産業をつくっていくとい

う視点で事業を展開していくことが重要ではないか

と思うのですが、その点に対する見解について伺い

たいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 全く同感であります。我々

行政の仕事は沖縄の振興ということですが、沖縄の

振興というのはどういったことかというと、教育、

医療、福祉、さまざまな分野がありますが、まず個

々人が働く場がしっかりあるということが前提に

なって、それぞれが労働によって対価を得て地域の

生活を営むことができる。そこにはやはり産業がな

いといけないと思っております。そういった中で、

それぞれ商工労働部等を中心に企業誘致等をやって

おります。

企画部の関連は、例えば那覇空港滑走路増設に係

るような社会基盤の整備、こういった入り口のとこ

ろで全体的に社会インフラ的なものをどうするかを

整理整頓して、それを中心としてまた基盤を行った

上で企業の誘致等をそれぞれの部署部署で行っても

らう。また、土木建築部においてはそういったイン

フラ整備を行うというような役割分担があると思い

ます。ですから、企画部においては、こういった県

民の、特に今回、昨日高等学校を合格されて、また

３年後、場合によっては７年後に働く方々がしっか

りとこの沖縄の地で働いて、また将来の人生設計を

立てることができるような環境をつくることは企画

部においても重要な使命だと認識しておりますし、

そういった視点でさまざまな環境を整備していると

いうことでございます。また、あわせまして、企画

部においては離島の関係部署でもありますので、離

島振興という観点からも、同様な視点を持ってそれ

ぞれ取り組んでいるところでございます。

○照屋大河委員 今、離島の話が出ましたが、先ほ

どの高等学校合格から引き続き申し上げると、合格

と同時に地域を離れていく生徒ですか―15の春とい

うこともありますが、一方、今回新聞にも報道され

ていますが、久米島などでは島外からの留学という

ことで新たに生徒が合格したというところがありま

す。これは久米島独自の事業かもしれませんが、こ

ういった地域で検討される事業については、県とし

ても補足、強化していくような取り組み、特に出て

くる人、あるいは受け入れるという施策の両方を考

えていかなければいけないと思うのですが、その点

についても伺いたいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 久米島の発案は私は大変感

心したことを覚えております。沖縄県は人口増加計

画を今、年度末に向けて策定するということで作業

を進めているわけですが、久米島は離島の中でも石

垣島、宮古島に次いで高等学校があるわけです。こ

ういった高等学校があるところを積極的に基幹島と

いいましょうか、そういったところが県外からも島

外からも子供たちを呼び込むのはその島の人口増加

にもつながり得るだろうと思っております。実は久

米島も昨今人口が減り続けておりますので、そういっ

た町においてこういった取り組みを行うということ

は、沖縄県が目指す人口増加の一つのモデルといい

ましょうか、参考になるのだろうということで私は

注目していたところでございます。

○照屋大河委員 注目しながら、県事業との施策の

連携が必要だと思いますので、ぜひお願いしたいと

思います。

それから、済みません、通告、質問どりの中では

言っていなかったのですが、けさ、キャンプ瑞慶覧

で地中からドラム缶が発見されたという記事があり

ました。これは沖縄県における駐留軍用地跡地の有

効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法の目玉

の第１号の拠点地域だと考えるのですが、今回、次

から次へとこういうドラム缶などが発見されていく

に当たって、法の新たなテーマとかを考えられるこ

とはないのか、その点について伺いたいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 キャンプ瑞慶覧という地区

ですが、実は私も今職員に指示して、朝一で宜野湾

市に照会をかけているところですが、当該地区は返

還合意がされているところではないようであります。

いわゆる西普天間住宅地区のエリアからも外れてい

るということで、沖縄県における駐留軍用地跡地の

有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法の外

にある、合意されたところでもないというところで

あって、では、何で宜野湾市がそういった文化財調

査を行ったかについて宜野湾市の教育委員会に照会

をかけているところですが、まだ今のところ連絡は

とれないということでございます。ただ、いずれに

いたしましても、現在、駐留軍が使っているという

ことにおいては、沖縄県における駐留軍用地跡地の

有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法、前

々回の議会でも答弁させていただきましたが、跡地

利用を円滑に進めるためにという趣旨で、推進法と

法律の名称も変わっておりますので、こういったド

ラム缶、どういった物質が入っているかはこれから
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だと思いますが、仮に汚染物質等が入っていたなら

ば、沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切

な利用の推進に関する特別措置法の趣旨に基づきま

して、国において主体的に、積極的に汚染除去等に

努めていただくものだろうと思っております。また、

あわせまして、西普天間住宅地区は来年の３月末に

返還が合意されております。返還された後、引き渡

しまでの間に徹底した支障除去措置を求めるという

ことで、県は17にわたる項目を各部局から意見照会

して提案しておりますので、跡地返還合意されたも

のにつきましても、沖縄県における駐留軍用地跡地

の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法に

基づいて徹底した支障除去措置を求めていくという

ことでございます。

○照屋大河委員 以前にも議会などで議論があった

と思います。沖縄県における駐留軍用地跡地の有効

かつ適切な利用の推進に関する特別措置法の適用の

地域、あるいは延長、隣接する地域、今、答弁では

そういう地域になると考えるのですが、そういった

ところも含めて、以前も議会の中で話し合われたと

思うのですが、連なる地域で十分それが加えていけ

るという可能性を検討できるところについても、一

体となって法を適用していくというのですか、準用

していくというのか、そういうことも沖縄における

跡地利用の問題という点では、あるいは次から次へ

と見つかるドラム缶や環境を壊していくような物質

に対しては広く法を適用できるような、準用できる

ような対応を求めていくべきではないかと思うので

すが、その点については。

○謝花喜一郎企画部長 これはまさしく日米地位協

定とも関連すると思っております。今、知事公室を

中心にその改定を求めているところですが、これに

ついては、今の時点では、返還が合意されている部

分について掘削を伴う調査を行えるようにしていた

だきたい、それをなるべく早い段階でさせるように

というような議論だと思いますが、仮に文化財調査

にしろ、自治体が立ち入りを行った後に、そういっ

た疑わしきと申しましょうか、汚染物質等が出ると

いうことであれば、駐留軍用地であることには変わ

りはないわけですので、先ほどの答弁の繰り返しに

なって恐縮ですが、沖縄県における駐留軍用地跡地

の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法の

趣旨に基づいて、国の責任において支障除去措置を

行っていただくということでございます。

○照屋大河委員 では、新年度予算の当初予算説明

資料の16ページの30と打たれている亜熱帯・島しょ

型エネルギー基盤技術研究事業の概要について伺い

たいと思います。

○金城寛信科学技術振興課長 本県の化石燃料の使

用低減とエネルギーの多様化を促進するとともに、

県内の研究シーズや研究基盤化したエネルギー産業

の創出に向けた技術開発を実施する事業でありまし

て、研究テーマとしましては５つございます。１つ

目が電気自動車のリチウムイオンバッテリーの再利

用に関する研究開発、２つ目が太陽光発電を利用し

た分散型直流給配電システムに関する研究開発、３

つ目がリチウムイオン電池を動力源とする電気推進

船と陸上電源基地に関する研究開発です。４つ目が

ヤトロファを原料としたバイオディーゼル燃料の低

廉安定化及び普及拡大に関する研究開発、５つ目が

ソルガムの高収入品質の創出とバイオエタノール生

産システムの適正化に関する研究開発、この５つで

ございます。

○照屋大河委員 いただいた資料によると、平成24

年度から事業が開始されて平成28年度で終了のよう

です。平成24年、平成25年、経過してきました。こ

の成果というのですか、実績が１点と、平成28年度

終了に向けた今の状況を大まかにお願いしたいと思

います。

○金城寛信科学技術振興課長 この研究事業は、毎

年研究をして、研究評価をやりまして、次年度の研

究継続について、評価委員の方がやるかやらないか

を決めていくのですが、その段階で、平成26年度ま

での事業については研究評価ではこの５事業とも継

続してやっていくという評価を受けております。１

番目の電気自動車のリチウムイオンバッテリーの再

利用に関する研究開発ですが、これは、日産リーフ

等の電気自動車の普及に伴って、今後市場の拡大が

見込まれるＥＶのリユースバッテリーの利用研究の

研究開発等を行っているということです。ＥＶのリ

ユースバッテリーの利用法としては、商業ビルなど

の電力削減に向けた定置型の蓄電池として活用でき

る可能性が高いと。それで、現在、県内のホテルで

の実証実験に向けて設備の導入を行っておりまして、

電力制御システムの研究に取り組んでいるところで

あります。また、あわせて電気自動車の普及拡大に

向けて、電気自動車には充電スポットがあるのです

が、これを効率よく検索できるナビゲーションシス

テムの開発に取り組んでいるということです。これ

も研究によって県内での電気自動車の普及及びリ

ユースバッテリーを活用した省エネルギー型のコ

ミュニティー形成を進めていくこととしております。
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これが１つ目の電気自動車の件です。

あと、太陽光発電を利用した分散型直流給配電シ

ステムに関する研究開発ですが、これは太陽光の発

電は再生エネルギーを効率よく活用するために、今、

各家庭で発電した電力を直流のまま相互に融通でき

る分散型の直流給配電システムの研究開発を行って

いるところであります。通常の電力網は交流の電気

でありまして、太陽光発電の直流の電気を交流の電

力網に流すためには交流に変換する必要がありまし

て、変換ロスが発生するわけです。そこで、直流の

電気をそのまま流せる直流の電力網ができると太陽

光発電の電力を効率よく利用することが可能となる

ということで、現在、沖縄科学技術大学院大学で実

証実験の直流の電力網の構築を進めているところで

あります。

○照屋大河委員 ありがとうございます。これは、

先ほど平成28年度が終了のめどだとありました。こ

れは一緒になってきて研究して、民間などもありま

すよね。この研究で得た成果は特定の民間の皆さん

にしか反映されないのか、県が投じてきた予算が研

究の効果として多くの県民が実感できるような仕組

みになっているのかどうか、その辺についてはどう

いう想定をされているのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 これは民間と大学、

そういったところが連携してやる事業でありまして、

成果については、必ずしも研究を行った民間だけが

所有するということではなくて、広範囲にいろいろ

な企業とかにもこの技術を提供できるようにという

ことで考えております。

○照屋大河委員 この得られた成果が多くの県内企

業に届けられるような仕組みも必要だと思いますの

で、特定の事業を展開してきた民間の皆さんだけで

はなくて、幅広く活用できるような展開も検討して

いただきたいと思います。

それから、この事業について海外展開基盤の構築

とありますが、どのようなことを想定されているの

ですか。

○金城寛信科学技術振興課長 海外の展開につきま

しては、直流型の電力については電気のない地域に

展開できるものだと考えておりますし、もう一つ、

ヤトロファについては、平成22年から平成23年まで

研究を行ったのですが、その中で、沖縄でも生産す

ることは可能ですが、やはり東南アジアで生産した

ほうが沖縄で生産するよりも10倍近く収量が上がる

ということで、原料を東南アジアあたりで生産して、

これを沖縄に輸入して、ここで生成して、そして使っ

ていくといったことを今考えています。

○照屋大河委員 続いて、新規事業のようですが、16

ページの31番という項目、ライフサイエンスネット

ワーク形成事業の概要について伺いたいと思います。

○金城寛信科学技術振興課長 これまで医療、健康

や環境・エネルギーなどのライフサイエンス分野の

基礎研究を実施して、産業への活用が期待される基

礎研究成果が出てきております。これらの成果を産

業等へ活用するためには、有効成分の特定とか効果

の確認など、さらなる研究が必要でありますが、そ

のためには、専門知識や技術が必要であること、さ

らに研究施設や資材などに高額費用が必要で、高リ

スクであることから、産業化への取り組み、促進が

難しいのが現状であります。ライフサイエンスネッ

トワーク形成事業は、このような事業化が見込める

ような有望な基礎研究成果に対して、基礎研究から

実用化の間の研究開発を促進することで、効率的で

効果的に実用化につなげることを目的としておりま

す。沖縄の強みであります今後成長が見込まれます

健康、医療や環境などのライフサイエンス分野に特

化して、ベンチャー企業同士や大学、研究機関が連

携して、それぞれの技術をネットワークを通して活

用することで、健康食品による機能性のエビデンス

づくりや、沖縄のバイオマスを利用した環境産業の

創出により、地域の振興に寄与するということでこ

の事業をやっております。

○照屋大河委員 新規事業ではありますが、その前

段となる基礎研究が行われてきたということだと思

うのですが、これは年度ごとに、どれぐらいの予算

であったのでしょうか。

○金城寛信科学技術振興課長 知的・産業クラス

ター形成に向けた研究拠点構築事業というものがあ

るのですが、これは平成22年度で３億6173万7000円、

平成23年度で５億4676万2000円、平成24年度で６億

5000万円、平成25年度で４億6969万1000円となって

おります。

○照屋大河委員 20億円近く予算を使ってきて、今

回のライフサイエンスネットワーク形成事業で、こ

れまでの20億円のあった成果を今年度で全てこの事

業は終わる見込みなのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 この事業でやった成

果が出てきております。例えば、県内で採取した微

生物から多剤耐性の緑膿菌に有効な化合物を見出し

て、これは特許を申請しているとか、あとは糖尿病

の予防とか改善に効果があったり、肥満改善効果と

か脂質異常症の改善効果がある、これは玄米の中に
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ガンマオリザノールというものがあるわけですが、

そういったものをナノ化、粒子にして作成すること

に成功したりとか、あと、沖縄県内の汚染土壌から

有機塩素化合物を分解する微生物群の培養に成功し

て、これは今特許を出願する予定であります。その

ほかにも、食品素材からウイルス等の感染予防の効

果が期待される成分を特定したとか、沖縄近海で採

取された海洋天然物から抗腫瘍活性が期待される複

数の物質を発見しているとか、幾つかの成果が出て

きていることがあります。

○照屋大河委員 この20億円ぐらいかけた事業、平

成22年から行われてきて20億円ぐらいです。今言っ

た成果があったと。今回の事業を終えて新規事業に

なっているわけですよね。これを次年度、平成26年

度で終結するという予定なのでしょうか。

○金城寛信科学技術振興課長 知的・産業クラス

ター形成事業については一応平成26年度で終了する

予定であるわけですが、この成果の出てきたものに

ついて、今後、ライフサイエンスネットワーク形成

事業で、今、成果―芽が出ているのを実用化までの

間の研究をやっていきたいということであります。

○照屋大河委員 平成26年度だけではなくて、平成27

年度ということも検討されているわけですか。

○金城寛信科学技術振興課長 平成26年度だけでは

なくて、平成27年度、平成28年度と３カ年を今計画

しております。

○照屋大河委員 続いて、沖縄・ハワイ協力推進事

業について概要を伺います。

○金城寛信科学技術振興課長 沖縄・ハワイ協力推

進事業といいますのは、地理的とか自然的に共通点

を有する沖縄とハワイが人材交流とか研究交流など

を通じて相互の協力関係を強化することを目的とし

ておりまして、事業内容は２つありまして、１つが

ハワイ東西センター連携人材育成事業、２つ目が国

際学術研究交流事業でありまして、ハワイ東西セン

ター連携人材育成事業は、ハワイ東西センターと連

携して、ハワイから研究者等を招聘してセミナーな

どを開催して県内の研究者との交流を図ると。国際

学術研究交流会議につきましては、ハワイ東西セン

ターと連携して、ことしの９月17日から19日まで、

アジア・太平洋諸国地域の持続的発展をテーマとし

た国際会議を沖縄で開催する予定としております。

○照屋大河委員 この事業の中に医療協力があって、

以前、沖縄県立中部病院との連携も聞いたかに思っ

ているのですが、この点についてはそういう連携は

ありますか。

○金城寛信科学技術振興課長 この事業ではありま

せん。

○照屋大河委員 別の事業ではありますか。

○金城寛信科学技術振興課長 そこら辺は承知しか

ねております。

○照屋大河委員 では、ハワイ東西センター連携人

材育成事業も学生等の派遣があるということですが。

○金城寛信科学技術振興課長 この事業は奨学生に

対する財政支援と奨学制度の広報ということで、こ

れまでに留学生を派遣しておりますが、これが小渕

沖縄教育研究プログラムということで、平成12年度

から平成24年度まで、今、57名の研究者とか社会人

が米国のハワイ州で学位の修得や研究を行っている

ということであります。

○照屋大河委員 修了して県内で活躍されていると

いう状況等の把握等はありますか。

○金城寛信科学技術振興課長 中には大学の教授と

か、名前を出していいのかどうかわからないのです

が、この小渕アジア・太平洋地域リーダーシッププ

ログラムの派遣で、実を言いますと、2010年に浦添

市長も参加しております。

○照屋大河委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

次に、企画部長、きのう、沖縄政策協議会につい

ての知事公室長の答弁で、沖縄政策協議会の要請に

ついては企画部が取りまとめを行ったという答弁が

ありましたが、平成26年度について沖縄政策協議会

の開催の予定があるのか、その点について伺いたい

と思います。

○謝花喜一郎企画部長 沖縄政策協議会は、全閣僚

が出席して、沖縄に関する基本政策に関する事項に

ついて協議を行うということになっています。例年、

今般行われたように、予算を閣議決定するとか税制

改正を行うという場合に開かれているわけですが、

例えば、過去の例で言いますと、沖縄振興特別措置

法の要望とか、そういったものをやる場として活用

させていただいたりとか、その都度その都度、必要

に応じて県から積極的に開催を働きかけてきたりと

かしております。ただ、定例的にということは、や

はり予算とかの時期に開催されるのが通常となって

おります。

○照屋大河委員 12月17日の事例でいうと、企画部

が取りまとめを行った。中身には例えば基地負担の

軽減の問題とか、ＩＲの問題とかがあって、それは

企画部以外の各部署にまたがるところもあるわけで

すが、それを企画部は調整をしながら、まとめとし
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て企画部が―開催が決まった場合ですよ。そういう

仕組みになっているのですか。

○謝花喜一郎企画部長 通常は、予算の時期とかに

やる場合には、これまでに要求していたものは過去

に積み上げがあるわけですので、それを要求してい

ました。今回のものは、これまで知事が事あるごと

に閣僚に要請してきたものがございましたので、も

う既にストックとしてあったものを企画部として取

りまとめたと。あと、知事公室関係のものは、きの

う、知事公室長から答弁したとは思いますが、これ

まで要求したものの中から４項目をピックアップし

て出されたと。これを県の企画部で取りまとめて、

要請書の形式を整えて、沖縄政策協議会の場に持ち

込んだということでございます。

○照屋大河委員 取りまとめたという表現がよくわ

かりませんが、起案とかを提供してもらうとか、そ

ういう作業を行ってきたのでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 今回の要請書の文案は、か

がみ文がございます。このかがみ文の文案を企画部

で考えまして、要請書という様式をつくらないとい

けないものですから、それを整えたという表現で発

言させていただいているところであります。

○照屋大河委員 今回については細かいやりとり、

調整はなかったのですか。

○謝花喜一郎企画部長 各部とのやりとりは、今回

はなかったということです。

○照屋大河委員 きのう、17日の開催が13日に連絡

があったと。それから、17日の要請書を掲げたとい

うことですが、その間に起案文書を企画部で整理し

たとか、協議をした、合い議をしたとか、あるいは

決裁を行ったという過程は、この17日の沖縄政策協

議会の要請書に関してはなかったということなので

しょうか。

○謝花喜一郎企画部長 私が申し上げたのは、各部

との調整、要請内容の項目一つ一つについて調整は

なかったということでございまして、起案は企画部

でこういった形で要請書としてよいでしょうかとい

うことは、窓口は企画調整課ですので、企画調整課

の担当者の起案でもって、私、企画部長、担当副知

事―川上副知事ですが、そして知事の決裁をいただ

いて沖縄政策協議会の場に持ち込んだということで

ございます。

○照屋大河委員 17日が要請の日です。知事の決裁

はいつなのですか。

○謝花喜一郎企画部長 16日だったと記憶しており

ます。

○照屋大河委員 わかりました。

○山内末子委員長 髙嶺善伸委員。

○髙嶺善伸委員 企画部は特に交通運輸対策で重責

を担っておりますので、きょうは企画部を中心に質

疑をさせていただきたいと思っております。

まず、今年度も63億円余の予算を抱えているので

すね。特に離島が多いだけに、交通運輸政策に対す

る県民の期待は大きいわけですが、まず、年度初め

に当たって、企画部長の決意をお聞かせください。

○謝花喜一郎企画部長 髙嶺委員には、常日ごろか

ら離島の振興についてさまざまな観点から御指導い

ただいていると思っております。感謝申し上げます。

やはり離島の振興は県政の最重要課題ということ

がございます。沖縄21世紀ビジョン、そして沖縄21

世紀ビジョン基本計画をつくるに当たりまして、離

島の振興なくして沖縄の発展なしということで、移

動コストの低減、生活コストの低減、それから、離

島の住民の定住条件の整備の観点から、また産業の

振興、発展も必要だろうということでさまざまな施

策に取り組んでいるということです。例えば、海底

光ケーブルを敷設するとか、これまで十分対応でき

なかった分についてもソフト交付金を使って対応で

きるようになったと実感しておりますので、そういっ

た視点でこれからもしっかりと離島の振興には取り

組んでまいりたいと考えております。

○髙嶺善伸委員 けさも私は石垣から来たのですが、

片道4900円でした。普通運賃は２万3000円です。本

当に安くなりました。先日、いとこが京都から来た

のですが、関西空港から直行で石垣に9000円ちょっ

とで来るそうです。また、東京からお客さんが来て

いましたが、ピーチという飛行機で、那覇乗り継ぎ

で7800円で石垣に着いたと言っていました。このよ

うな航空運賃体制は、我々がＪＲの新幹線並みと言っ

ていたものをはるかに超えた、大変な競争時代に入っ

たという気がしますが、県民の翼で、離島の航空路

を確保してきたＪＴＡとかＡＮＡなど、こういう競

争価格の中で現状はどのようになっているのでしょ

うか。

○謝花喜一郎企画部長 まず格安航空会社は、例え

ば手荷物受け取りサービスをベルトコンベヤーを使

わずにやるとか、また、ターミナルについても、受

付カウンター等についても簡素化するということで、

さまざまな観点からいわゆるコストを削減して今の

航空運賃を設定していると承知しております。一方

で、今、委員からございましたＪＴＡですとか全日

空、フルサービスと申しましょうか、旅行社を通じ
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た予約にも受け付けを行うとか、当然、手荷物等に

ついてもしっかりとした設備でもって対応するとい

う形でフルサービスを行っていると。それでも、こ

ういった格安航空会社が参入した場合には、彼らと

競争しないといけないということで、例えば３日前

とか２日前という場合の航空運賃については、やは

り値下げ競争をしないといけないことを余儀なくさ

れていると承知しております。実は私もＪＴＡの非

常勤取締役ですが、やはり格安航空会社参入によっ

て経営は厳しくなっているということは受けており

ます。ただ、それをしっかり耐え忍ばない限り会社

の存続も危ういと。もし撤退とかということになる

と、また離島の翼も維持できなくなるということで、

ＪＴＡを中心に必死になって経営改善に取り組んで

いると私は説明を受けているところでございます。

○髙嶺善伸委員 ２万3000円の通常運賃が5000円と

いうことでは、皆さん、取締役として経営の中身を

知っていると思うのですが、これがずっと続いてい

くという前提で考えると、今後の経営はどうなるの

でしょうか。単年度で見て、今どれぐらいの赤字体

制で路線を維持しているのですか。

○謝花喜一郎企画部長 平成24年４月から平成25年

３月末までの営業収益ですが、21億3200万円の黒字

になっております。ただ、その前期、格安航空会社

が参入する前の経常収益が23億円ですので２億円ほ

ど減っているということでございます。

○髙嶺善伸委員 スカイマークとか、そういう格安

航空会社が参入することによって競争価格で安くな

ることはいいですが、安定した路線を維持すること

が大事ではないか。それで、離島に就航している航

空路線の協議会みたいなものをつくって、できるだ

け継続して路線が維持できるような話し合いの場を

持って、これは沖縄振興一括交付金の保留もあった

し、継続できるための指導体制を何らかの形ででき

ませんか。

○謝花喜一郎企画部長 今現在、協議会は存在いた

します。これは県から補助を受けている企業が前提

で、ＲＡＣが県から欠損補助を受けております。Ｊ

ＴＡは今のところ補助を受けているということでは

ないのですが、親会社ということで参加していただ

いています。全日空についても県から申し入れを行っ

て、入っていただいて、いろいろ意見交換などを行っ

ているということでございます。いわゆる格安航空

会社は、この協議会のメンバーに入っていただいて

議論をしたということは今の時点ではございません

けれども、どういった話し合いをするかが重要なポ

イントだと思います。ただ、料金のお話はこの協議

会ではなかなかしにくいと考えております。少し失

礼なお話になるかもしれませんが、また委員からさ

まざまな御提案とか御提言があれば、それをベース

にして、協議会で議論するということは前向きに検

討させていただきたいと思っております。

○髙嶺善伸委員 突如撤退ということがないように、

いろいろ話し合いをできるようなテーブルをつくっ

てもらいたいと要望しておきたいと思います。

それで、事項別の積算の内訳書の中からお聞きし

たいと思います。47ページですが、この路線の維持

とコスト低減のために補助金と負担金がありますが、

具体的にはどういうシステムの違いになりますか。

○多嘉良斉交通政策課長 補助金は、特定の事業、

研究等を育成、助成するため、県が公益上の必要が

あると認めた場合に、対価なくして支出する経費と

なっております。負担金は、特定の事業に対し、県

が当該事業から特別の利益を受けていることにより、

受益者負担金として支出する経費となっております。

今回、交通運輸対策費の中におきまして、主な補助

金は、離島航空路の維持、確保を図るため、離島空

路確保対策事業費として５億4131万3000円を計上い

たしております。これは粟国―那覇、与那国―那覇

の路線収支の損失補塡や粟国―那覇路線等に就航す

る19名乗りの航空機２機の購入を支援するものと

なっております。また、離島住民のライフラインで

ある離島船舶の確保、維持のため、離島航路運航安

定化支援事業として22億8809万5000円を計上いたし

ております。これは伊是名航路の船舶建造及び渡名

喜―久米島航路の船舶購入に対して支援をいたして

おります。また、主な負担金といたしましては、航

空路及び航路の運賃低減を図るため、沖縄離島住民

等交通コスト負担軽減事業として12億1199万5000円

を計上いたしております。運賃割引を行った事業に

対して県が減収額を補塡する旨の協定を締結するこ

とにより、平成26年度は９航空路、24航路での実施

を予定いたしております。

○髙嶺善伸委員 わかりました。それでは、平成26

年度の５億4000万円の補助金ですが、航空機を購入

することによって初期投資を軽減して、離島への不

採算であっても就航しやすいということで補助金を

出すようですが、これは前にも本会議でやりました

が、波照間―石垣間の空路開設のために航空機の購

入をするということでありましたが、今の説明を含

めて、那覇―粟国間の２機という説明が前にありま

した。これは那覇―粟国間で購入しても、石垣―波
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照間間を飛ぶことなど運航は可能ですか。

○多嘉良斉交通政策課長 今回、２機購入する中身

につきましては、那覇を拠点とした粟国、そして石

垣を拠点とした今後再開を目指しております波照間、

多良間、そこら辺を想定いたしております。

○髙嶺善伸委員 これは新年度の予算ですが、具体

的には購入して就航はいつごろできる予定ですか。

○謝花喜一郎企画部長 平成27年３月に航空機の機

材を納入していただくこととなっております。です

から、就航自体は平成27年度の下半期になる見込み

となっております。

○髙嶺善伸委員 この航空機の購入補助のスキーム

はどういう形でしたか。

○謝花喜一郎企画部長 国が75％、県が25％という

設定です。

○髙嶺善伸委員 そうすると、今回の５億4000万円

は県の補助金の25％分相当ということになるのです

か。

○多嘉良斉交通政策課長 ５億4131万3000円は県の

持ち分となっております。

○髙嶺善伸委員 国75％、県25％の補助金で購入し

た航空機は、その航空会社の持ち物というか財産に

なるのですか。その辺は財産の管理と運用について

の県の関与はあるのか、それも含めて御説明をお願

いします。

○多嘉良斉交通政策課長 耐用年数以内は処分が制

限されることになります。

○髙嶺善伸委員 負担金の事業も１つお聞きしてお

きたいと思います。平成26年度の沖縄離島住民等交

通コスト負担軽減事業、冒頭にも申し上げましたよ

うに、今、沖縄振興一括交付金による負担金の保留

がございます。そういう意味で、これまでいつ競争

状態がなくなるかわからないということで、当初予

算では、年度内に必要な予算はいつも確保するとい

う説明だったのですが、どんどん削減されてきてい

るような印象を受けますが、今年度はスカイマーク

等特定の格安航空会社が撤退した場合でも、やはり

沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業を適用でき

るような予算の確保はできているのですか。

○多嘉良斉交通政策課長 平成26年度は、昨年度か

ら那覇―石垣、那覇―宮古が保留状況でありますの

で、この２路線を除いた路線でもって予算は計上し

ております。昨年度まではスカイマークが撤退した

りとか、また開始したりとか、そういう不安定な状

況でしたので、その状況も勘案しながら予算額を確

保していたところですが、今回は安定している状況

ということで、必要な予算額を確保いたしておりま

す。仮にそういった事業を開始しなければならない

状況であれば、やはり９月補正とか12月補正等で対

応していきたいと考えております。

○髙嶺善伸委員 予算の確保はしっかりしていただ

きたいと思います。

次に、同じ内訳書の43ページですが、石油製品輸

送等補助事業です。これは年度中にもいろいろ見直

しながら、離島間の石油製品の価格差の縮小にかな

り取り組んできたと思っておりますが、現状と新年

度に向けての取り組みをお聞かせください。

○田中克尚地域・離島課長 委員からもいろいろ御

心配いただいている本事業でございますが、平成25

年11月から補助事業の拡充を行っているところでご

ざいます。拡充の内容としましては、石油製品の輸

送形態に応じて異なる離島固有のコストが発生して

いるというところに着目しまして、これまで１リッ

トル当たり一律0.75円の補助を行っていたものにつ

いて、輸送形態に応じて最大12円の補助単価を設定

したということでございます。見直し後の状況です

が、本島―離島間における石油製品の価格差につい

ては、おおむね各油種とも約７円の価格差縮小を実

現しております。県としましては、平成26年度も引

き続き当該補助事業を実施することで、本島―離島

間における石油製品価格差の縮小を図ることを行っ

ていきたいと思っております。

○髙嶺善伸委員 取り組みが強化されたことについ

ては大変評価したいと思います。

宮古島と石垣島も、沖縄本島からいえば離島では

あるのです。だから、以前から離島とみなすかどう

かについては、企画部の政策の中で中途半端なよう

な気がするのです。私はそういう意味では、依然と

して輸送に伴うコスト負担がありますので、宮古島

も石垣島も含めてこの事業の対象にしていくべきで

はないかと思いますが、それについてはどうでしょ

うか。

○田中克尚地域・離島課長 私たちも、今回、拡充

の件も含めて検討する中で、平成24年度から経営実

態調査を実施して、価格差が発生している要因を分

析しているところでございます。それを踏まえて、

平成25年度、さらに詳細な調査を実施して拡充に至っ

たわけですが、私たちが分析する限りでは、沖縄本

島まで輸送する形態と、石垣島、宮古島、久米島ま

で運ぶ輸送形態については、いわゆる離島固有のコ

ストが発生しているとは認定しづらい、ほぼ本島と

変わらない輸送形態であるというような分析をして
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おります。おっしゃるように、確かに価格差がある

のは事実でございまして、それは何が要因かという

と、ほとんどがそれぞれの油槽所で人件費がかかっ

ている部分が小売価格に転嫁されている。もともと

輸送量自体は、販売量自体が少ないものですから粗

利を高く設定しなければいけないという状況の中で、

１リットル当たりに付加する人件費の割合が高く

なっているというものになっております。私たちは、

今回拡充する部分は離島固有のコストがかかってい

る部分、例えば、今回、倉入料という部分を拡充し

たのですが、そういった部分に着目すると、もちろ

ん輸送費自体は全額補助していますので、その部分

についてはほかの離島とも遜色ないのですが、今回

の拡充した部分についてはなかったということでご

ざいます。

○髙嶺善伸委員 今後とも、離島とは何かというと

きに、主要離島の扱いについては、他の国の制度と

の兼ね合いもありますので、ぜひ皆さんも検討を続

けてもらいたいと思います。

難視聴解消事業についてお聞きします。離島とい

うものは、情報格差の是正、高度な情報通信技術の

利活用という課題もあります。また、割高な生活コ

ストの低減など定住条件の整備を図るということで、

皆さんも離島振興計画の中でうたっているのです。

移動にも金がかかる、物価も那覇に比べて高い、そ

ういう離島の定住条件を促進するために、非常に心

を痛めているのが、例えば、西表島白浜のテレビ共

同受信施設の更新です。本当に年金生活のお年寄り

が多いこの地域で、今、土砂崩壊の警戒地区になっ

たために、今までの受信塔を移動しないといけない。

しかし、移動するためには地元の負担金が発生する

ということで、各戸大体５万円から６万円ぐらいの

負担という話を聞いているのです。かわいそうで、

こういう離島や定住条件の整備のために沖縄振興一

括交付金などを使った支援はできないだろうかと思

うのですが、本会議でもなかなか答弁が聞けません

でしたが、どうでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 本会議でも答弁させていた

だいて、基本的には船浮の例等があったものですか

ら、その場合に竹富町から補助金が出されたという

ことがあって、本会議では、竹富町、地元の動向を

注視してまいりたいというような答弁をさせていた

だいたところです。今、委員から新たに沖縄振興一

括交付金の活用はできないかということがございま

したが、やはり竹富町が沖縄振興一括交付金を活用

して、今回の地元負担について何らかの支援を行い

たいという場合には、特殊性などを説明して行うこ

とは可能ではないかと私は考えております。仮に竹

富町から沖縄振興一括交付金を活用した支援の申し

出があれば、県としてもしっかりと受けとめてバッ

クアップはしてみたいと考えております。

○髙嶺善伸委員 沖縄本島の他の難視聴解消事業で、

島田懇談会事業などを使って地元の負担金を軽減し

たケースなどもあるわけです。ぜひ竹富町とも相談

して、住民の負担を軽減できるような方向で検討を

お願いしたいと思います。

それから、離島生活コスト低減実証事業について

もお聞きしておきたいと思います。かなり制度がよ

くなってきたようであります。私もこの件について

何度か取り上げてきましたが、離島の生活物資によ

る生活の圧迫は、定住条件の整備という意味で大変

不可欠で、この事業が成功して、今後とも、離島の

そういう生活物資が同じような価格で購入できると

いう制度をつくれば、離島振興の将来がだんだん見

えてくると思うのです。それで、新年度に向けてど

のような施策をしていくのか、お聞かせください。

○田中克尚地域・離島課長 離島生活コスト低減実

証事業につきましては、昨年の12月に平成24年度の

執行率等を踏まえて、外部の有識者による検証委員

会の議論を踏まえて、新スキームで稼働を始めたと

ころでございます。12月１日から新しい制度で始め

たわけですが、その中で、わずか２カ月ではありま

すが、去る３月４日に、この拡充した部分の事業は

どうなのかというような検証委員会を開いたところ

でございます。その中では、もともとネックであっ

た卸売事業者を指定しなければならないというとこ

ろが、なかなか登録事業者が進まなくて補助の実績

が進まなかったというところを踏まえて、この指定

制度を廃止して、離島小売店に輸送される全ての補

助対象品目にかかる輸送経費に対して補助を実施し

たところですが、この事業、新しいスキームに理解

をいただいた離島側の小売店につきましても、18事

業者から22事業者と数がふえたところでございます。

それから、１カ月平均の補助実績につきましても、

旧事業スキームに比べると約２倍の実績になってお

りまして、活用度が向上していると評価しておりま

す。価格の低減状況につきましても、飲料、加工食

品、日用雑貨など、店や島によっても幅はあるので

すが、５％から30％程度の低減が図られているとこ

ろでございます。それから、住民の認知度と申しま

すか、価格が下がっているという実感度といったも

のもアンケートを通じて行っておりまして、70％ほ
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どの住民が下がったと実感をしているという評価を

いただいております。平成26年度につきましては、

この新しい事業スキームの中で補助事業を実施いた

しまして、まだまだ新スキームが始まって期間も短

いものですから、１年程度の実施期間において、こ

の事業の有効性でありますとか、効果的かつ効率的

な実施方法等について検証していきたいと考えてお

ります。

○髙嶺善伸委員 住民の反応もなかなか良好のよう

です。

73ページに委託料というのがありますよね。この

事業効果の検証のための委託事業の内容はどういう

ものでしょうか。

○田中克尚地域・離島課長 委託料の内容につきま

しては、今申し上げました外部有識者による事業の

検証委員会を設置、運営するための業務委託費となっ

ております。その中で、先ほど申し上げたような事

業の有効性などを検証していただくということを予

定しております。

○髙嶺善伸委員 最後に、10ページの全国知事会、

九州地方知事会などにおける沖縄県の発信力を確認

しておきたいと思います。これは知事も滑走路のあ

るところに移すのが一番現実的だという話もしてき

ました。そういう意味では、全国知事会、九州地方

知事会あたりで、沖縄の抱える基地の課題を共有す

るような議題を取り上げて議論したことがあるのか、

現状などについてお聞かせください。

○稲福具実企画調整課長 全国知事会では、地方に

係る重要な政策について、これまで議論、国の政策

並びに予算に関する提案とか、そういう要望を審議

して、いろいろな意見を取りまとめて、国に対して

要望、要請活動とかをしているところでございます。

例えば平成25年度については、沖縄県から公益財団

法人交流協会と亜東関係協会との間の漁業秩序の構

築に関する取決めや漁業に関する日本国と中華人民

共和国との間の協定の見直し及び操業秩序の確立、

それから、基地対策の推進については米軍基地の整

理、縮小、返還の促進、そして、日米地位協定の抜

本的な見直し、米軍人等による事件、事故の防止な

どについて要望し、全国知事会として国に要請をし

ております。

○髙嶺善伸委員 皆さんの政府への要請書を見ても、

余り具体的に沖縄の問題を共有しようという協議の

内容がうかがえないのです。ぜひ新年度は、そうい

う意味では、基地の負担軽減という意味で、政府に

具体的な要請もしていくことだし、渉外関係主要都

道県知事連絡協議会ではなくて全国知事会、九州地

方知事会あたりをもう少し活用して提案してもらい

たいと思いますが、どうですか。

○謝花喜一郎企画部長 今、企画調整課長からござ

いましたが、県としては、あらゆる機会を通して、

沖縄県の課題であります過剰な基地負担の軽減、そ

ういったさまざまな問題について要請を行っている

ところでございます。委員から、より具体的に、積

極的に取り組むようにという御指摘がございました。

そのようなスタンスで対応したいと思います。知事

公室中心ですが、関係部署と連携して対応してまい

りたいと考えております。

○山内末子委員長 玉城義和委員。

○玉城義和委員 まず、バスに関して路線運行費補

助というものがありますが、事業の中身はどういう

ことでしょうか。

○多嘉良斉交通政策課長 沖縄県は、急激な自動車

利用の拡大等により、バスの輸送人員は年々減少し

てございます。平成15年度の沖縄本島の年間輸送人

員は3385万8000人であったのに対し、平成24年度に

は2420万7000人と、10年間で965万1000人、28.5％減

少しております。しかし、平成25年度上半期の輸送

人員は、前年度の上半期に比べ36万2000人、約2.8％

上昇に転じております。県といたしましては、ノン

ステップバスやバスロケーションシステムなどの利

用環境の改善を初め、各種メディアを活用した広報

活動を通じて路線バスのイメージアップが図られ、

公共交通の利用促進に寄与しているものと考えてお

ります。さらに、平成27年４月からバス４社及びモ

ノレールで運用開始を予定しているＩＣ乗車券シス

テムの導入や、バス停のグレードアップ等により路

線バスの利用環境を改善し、公共交通の利用促進に

努めたいと考えております。

○玉城義和委員 この事業の中身を説明してくれと

言っているのだよ。

○多嘉良斉交通政策課長 失礼しました。路線バス

は、住民にとって必要不可欠でありながら、自家用

自動車の急激な普及や地方の過疎化現象等によって

輸送人員は恒常的に減少しております。このため、

路線バス事業が困難となっているバス事業者、市町

村に対し補助を行うことによりバス路線の維持を図

り、地域住民の足を確保することとしております。

○玉城義和委員 この16市町村はどういうところで

すか。

○多嘉良斉交通政策課長 久米島町とか、市町村が

バス事業を行っているところを対象といたしており
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ます。

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、玉城委員から該当する市町村名

名を挙げるよう指摘があったが、交通政策

課長から後で資料提供したいとの申し出が

あった。）

○山内末子委員長 再開いたします。

玉城義和委員。

○玉城義和委員 こういうことが担当部で出てこな

いのはおかしい話ではないの。こんなのはいいかげ

んな話ですよ。だって、自分たちで補助金を出すわ

けでしょう。それが市町村がわからないというので

は、いいかげんな話になってしまうのではないの。

要するに、このバス事業の対象で、協会にも出し

ているわけです。バスの関係では、全体では幾らぐ

らいの補助金が出ているのですか。

○多嘉良斉交通政策課長 平成21年度は１億612万

7000円、平成22年度が１億820万1000円、平成23年度

が１億1365万8000円、平成24年度が１億1447万2000

円となっております。

○玉城義和委員 いずれにしても、各年度ごとで１

億円を超す補助金が出ている。ところで、その利用

者は年々減っているという現状ですよね。バス利用

者が減っているという現状をどのように見ているか、

なぜバス利用者が減っているのか、その辺はどのよ

うに分析していますか。

○謝花喜一郎企画部長 まず、沖縄のバス路線は系

統が複雑でわかりづらいということです。それと、

定時定速という観点からはほど遠いような形で運行

がなされているということで、これがいわゆるマイ

ナスのスパイラルという形でどんどんバス離れが進

んでいってしまったというのが二、三年前までの傾

向だったかと思っております。これに歯どめをかけ

て、自家用車依存から公共交通、バスへの移行をし

ないといけないということで始めたのが公共交通利

用環境改善事業でございます。

○玉城義和委員 今おっしゃったようなことが原因

だとすれば、これは取り除かなければならないわけ

です。だから、バス離れがどんどん起こってきてい

る。ところが、毎回のようにいろいろな議論がされ

るが、一向に改善されないのが現状だと思うのです。

そこは県としてはどのように取り組むか、その辺は

どうですか。

○謝花喜一郎企画部長 まさしく今我々は平成22年

からこれについて真剣に取り組まなければならない

ということで、公共交通活性化事業をバス関係事業

者、市町村も交えていろいろ意見交換を行ってまい

りました。まず、バスの役割という観点を議論した

ときに、バスは、高齢者とか運転免許を持っていな

い学生の皆さんにとって通院、通学に不可欠なもの

であります。そういったときに、そういった方々に

も優しいバスを普及させなければならない。全国ベー

スで見た場合でも沖縄県はノンステップバスの普及

率が悪いというものがありましたので、バス環境の

改善をまずしないといけないということで、ノンス

テップバスの導入を５年間で200台に取り組んだわけ

です。

それから、先ほども少し申し上げましたが、いつ

来るかわからないということがございましたのでバ

スロケーションシステムの改善を行うとか、あと、

バス停の標識についても系統が多くてわかりづらい

ということがありましたので、バス停にあるバス路

線図も見やすくするように統一化に向けて進めてお

ります。また、モノレールからバス、それから、Ａ

というバス会社からＢというバス会社に乗るときに、

乗り継ぎのたびに一々つり銭を払わないといけない、

そういった煩雑を避けるためにＩＣ乗車券を始めて、

昨年、会社も設立して、次年度夏ごろにはモノレー

ルからスタートして、平成27年度には普及させよう

ということで取り組んでおります。さまざまなそう

いった利用環境を改善することによって、自動車に

依存している社会からバスへ、公共交通へ乗りかえ

る社会へ移行していきたいということが今県が取り

組んでいる事業でございます。

○玉城義和委員 なかなか効果が上がらないわけで

すが、国からの助成は条件があるのですか。例えば

１社体制であればとか、そういうものは何かありま

すか。

○多嘉良斉交通政策課長 国庫補助協調制度の中で

は、対象路線の要件といたしまして、輸送量を１日

当たり15名から150名以上の範囲の運行の場合と、１

日の運行回数が１日３回以上という形になっており

ます。

○玉城義和委員 例えば、１社に限るとか、複数の

会社が走っていると対象にならないとかそういうの

はありますか。

要するに、今、企画部長もおっしゃったように、

複数が競合することによっていい点もあるかもしれ

ませんが、やはり統一的に１社体制にすることによっ

て、機能的、合理的な運行ができるのではないかと

考えられるわけです。何回もそういう話は持ち上が

りながら実現しないと。私は、やはり基本的に１社
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体制に持っていくべきではないかと思うのです。そ

うすることによって国からの助成も得られるのでは

ないかと思うのですが、その辺はどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 １社体制と申しましょうか、

４社ありますが、それを統合という話だと思います

が、これについては、基本的には個々のバス会社が

それぞれの経営環境等を踏まえて議論なされるべき

問題と思っています。ただ、問題をそのまま放置で

きるかというと、そういうことは県も考えておりま

せんで、この系統をなるべくわかりやすくするとい

うものは重要だと思っています。特に、国道58号を

通過するバスについては、14系統で、１日400往復あ

ります。ほとんどが重なっておりますので、そういっ

たものについては効率が悪いというのは委員の御指

摘のとおりだと思います。これについてはバス網の

再編をやらないといけないと。その一環として我々

は基幹バス構想を持っておりますし、基幹バスを一

つの拠点として、また、それぞれ地域との連絡のた

めの支線バスを考えるという作業を実は今検討して

いるところでございます。そういったことで、効率

の悪さを何とか改善して利便性向上にもつなげてい

きたいと考えております。

○玉城義和委員 それは民間だからという話であれ

ば、要するに補助金が１億円以上も出ているからそ

ういう話をしているわけで、民間の方針があります

からという話にはならないのです。だから、そのた

めに１億円以上も毎年出しているので、一向にバス

に移らないということがあるのではどうしようもな

いのではないですかと申し上げているので、もう少

し親身になってやらないと、毎年１億円を出しても

効果が上がらないのではどうしようもないと思いま

す。先ほどの質疑のところを後で文書で回答してく

ださい。

それから、もう一つ、バスレーンですが、私は名

護から通っていていつも思うのですが、午前８時半

ごろを過ぎるとバスはがらがらなのです。ほとんど

乗っていないのです。それにもかかわらず、午前９

時半までずっと左側をあけるわけです。バスレーン

をつくるということはどういう意味かというと、バ

スに乗り移ることによって交通混雑が避けられると

いうことが前提になければだめなのです。ところが、

そうなっていないわけです。左側をずっとバスレー

ンでやるものだから右側の２車線は物すごく混雑す

るわけです。かえってバスレーンをつくることによっ

て混雑しているのです。その辺は、私はバスレーン

を廃止せよとは言わないが、少なくとも午前８時半

ごろまでに切り上げるとか、そういうことを考えな

いと、これはどうにもなりませんよ。それは乗って

みれば、走ってみればわかる話で、私も右側２車線

を走るのですけれども、物すごく混雑する。左はが

らがらなのです。午前８時半を過ぎると、バスはほ

とんど乗っていないです。それはどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 この件は委員から前回から

もそういった御指摘をいただいているし、ほかの委

員からも御指摘をいただいていると思います。県の

基本的なスタンスですが、バスレーンの延長は、今

現在、国道58号の場合、午前７時半から午前９時半

までというものがございます。今、県はどういった

ことを考えているかといいますと、バスレーンの段

階的な延長を行って、最終的には終日バスレーンと

いうことも実は構想として考えているわけでござい

ます。そういった流れの中で、時間の短縮は、委員

からの御指摘ではございますが、今の時点で、県が

はい、わかりましたということにはなかなかいかな

いわけです。ただ、前回も答弁させていただいた記

憶がございますが、やはり利用者の方々からさまざ

まな意見を聞いた上で、その課題があれば、それに

向かって対応策を考えるのは県、行政としてあるべ

き姿勢だと思っておりますので、この点につきまし

ては、交通管理者、道路管理者、場合によってはバ

ス利用の協議会等がございますので、そういった中

で議論をさせていただければと考えております。

○玉城義和委員 少なくとも複数乗っている人は普

通の乗用車でもバスレーンを走らせるとか対策を考

えないと、バスに乗り移るということが前提でバス

レーンをつくるのであって、乗り移らないで空のバ

スを走らせて右側を混ますのは愚策です。利用者の

立場から考えれば、何か方策を考えませんと、今の

答弁を繰り返してもだめだと思う。

次に行きますが、鉄軌道を含む新たな公共交通シ

ステム導入促進事業は、私は、県議会に籍を置いて

から二十数年間で、ずっと鉄軌道については県議会、

本会議等々で申し上げてきたつもりです。やっとこ

こに来て先が見えてきたと、非常に私自身も感慨が

あるわけですが、1970年代の終わりごろに、伊藤善

市さんという東京女子大学の先生がいて、座長を務

めて、一時そういう盛り上がりがあって、平良幸市

知事だったと思いますが、その後、高嶺善包さんと

いう公認会計士の方が署名運動などをして、第２期

目の盛り上がりがあって、今回、いよいよ実現へと

いう感じになっていると思うのです。そういう意味

では、ぜひ短縮をしてもらって、早期に実現をして
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もらいたいと思っているのですが、ことし１億円以

上の予算がついていますが、どういう計画でされて

いるのか。

○謝花喜一郎企画部長 次年度の予算、事業の説明

の前に、今年度の取り組みについての御説明からさ

せていただきたいのですが、まず今年度、沖縄本島

の骨格的な複数のルートを考えようと思っています。

それから、駅位置ですとか駅の数についても今調査

を行っております。それから、導入コストを考慮し

たシステム、あと特例的な制度、運行主体、そういっ

たものも議論を行っています。また、あわせてフィー

ダー交通のあり方も議論しております。こういった

ものにつきまして、実は、内部でまた新年度になっ

て中身を精査して、県民に幅広く意見を求めるとい

う作業をやりたいと思います。ただ、我々もいろい

ろ検討しないといけませんので、早くても大体秋ご

ろになるかと思いますが、そういったものを実施す

るための事業として予算を１億846万4000円計上して

おります。具体的な方策としましては、合意形成に

向けたパブリックインボルブメントを実施いたしま

す。その事業の中身としては、アンケート用紙の作

成ですとか集計とか解析方法、それからメディアに

対する広報とかシンポジウム、説明会の開催、また、

県民向けの説明会用にＣＧ画像をつくってみたいと

思っています。今回、県が考えている鉄軌道はこの

ように通りますということを、できれば各ルートご

とに、駅周辺の描写も入れながら、ＣＧ画像を入れ

たものをつくってみたいと思っております。それか

ら、あわせまして経済波及効果についても検討が必

要だろうと思っています。それについても調査を行

いたいと。あと、少し具体的になりますが、運転計

画ですとか整備基準案の作成に関する方針、具体的

に申しますと、路線の設計ですとか車両仕様、信号

等の整備基準案作成、また、列車運転、運用等運転

計画の検討、運行会社の契約仕様書の案の作成、平

成26年度はより具体的に作業を行ってみたいと考え

ております。

○玉城義和委員 建設に向けてのタイムスケジュー

ルというか、どういう段取りになっていくかを。

○謝花喜一郎企画部長 まず、後ろは、もう既に申

し上げましたが、平成31年度末に着工というものを

設けました。平成26年度、平成27年度で今申し上げ

たような形のパブリックインボルブメントを実施い

たします。その後、平成28年度に県の計画案をもと

に国との具体的な調整を行って、事業主体や運行会

社の決定を平成28年度ぐらいにはして、平成31年度

には着工と、あらあらですが、そのような計画を持っ

ております。

○玉城義和委員 その建設の方法は、国との関係で

はどういう形を考えていますか。

○謝花喜一郎企画部長 上下分離、一体方式を考え

て、国で全てインフラをやっていただくということ

を考えております。特例制度の中身について、平成26

年度から具体的に国と検討に入りたいと思っており

ます。

○玉城義和委員 戦前の軽便鉄道のことを少し調べ

てみたところ、半分は県債でやっているということ

で、昭和13年までには県債の償還は全部終わってい

るのです。完済している。それで、基本的な話です

が、沖縄県営鉄道は正式に営業廃止申請がされてい

ないのです。つまり、そういう意味では、新たな鉄

道というよりも、営業廃止届けがされていない以上、

鉄道再建という考え方もとれるのです。その辺は検

討したことはありますか。

○謝花喜一郎企画部長 この件は承知しております。

ただ、やはり過去のもので、実現可能という点から

すると、これを持ち出して云々というよりも、新た

な法案、特別立法等を求めるというような手法でもっ

て国とは調整に当たりたいと考えております。

○玉城義和委員 昭和16年か昭和17年ぐらいに鉄道

省が嘉手納から名護までの鉄道計画をつくったこと

もあるのです。ところが、戦争が始まって、実にな

らなかったわけですが、そういう意味では、完全に

県債も使った鉄道が戦争でついえたわけです。そう

いう意味で言えば、明らかに一種の戦後処理という

面も持っているのです。別に上下分離方式もいいで

すが、基本的に国の責任みたいなものをきちんと入

れるところは入れて、法律をつくるのであれば、そ

ういう沖縄の戦後の法律も含めて明らかにしたほう

がいいと思うのです。どうですか。

○謝花喜一郎企画部長 そういった御議論は私も根

底には入れております。ただ、国に動いていただく

にはこれだけではやはり足りないと思いますので、

いろいろなものの実現可能性について、先ほど来申

し上げたようなものについて、県としての考えをしっ

かり国に打ち出して国を動かしてみたいと考えてい

ます。

○玉城義和委員 自動車の交通渋滞なんかは、先ほ

どのバスの話も絡むのですが、自動車の利用率は、

全国は66％、沖縄は86％と20ポイントも高いのです。

だから、そういう意味で言えば、１人当たりの渋滞

による損失時間は47時間もあって、非常に損をして
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いるわけです。全国でワーストスリーに入るぐらい

のところがあって、飲酒運転なんかも、どっちかと

いうと、やはり鉄道がないことによって車という話

も出てくるので、そういう意味でははかり知れない

メリットが出てくるわけで、駅ができれば駅前広場

ができるし、商店街ができるし、すごい内需関係が

出るわけです。そういう意味で言えば、まさに鉄道

の建設というものは社会的にも経済的にも、画期的

な、革命的な様相を呈するのだろうと。そういう意

味では、ぜひとも頑張って一日も早くやっていただ

きたいと思います。ぜひ部を挙げて取り組んでいた

だきたい。

それからもう一つは、国と別々に調査をされてい

るところがあって、これはある程度までいくとかな

り障害になってくるというか、その辺は非常に気に

なるのです。それはどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 そういった御指摘も常々い

ただいております。ただ、我々としまして、実際に

国といろいろ調整をやっている現場の人間からいた

しますと、対峙しているという感触は実は余りあり

ません。国が行っているシンポジウムとかフォーラ

ム等には当然県も参加させていただいておりますし、

県のそういった事業には国についても参加させてい

ただいている。ただ、やはり国は慎重であるという

ことは確かに御指摘のとおりですが、国も少しずつ

ではありますが、県の取り組みについて、自分たち

もいつまでも調査ばかりでもいられないということ

もお互いの会話の中では出ております。何を申し上

げたいかと申しますと、この鉄軌道というものは超

ビッグプロジェクトです。国でいうと１兆円、県で

いうと5000億円、6000億円ぐらいですけれども、そ

のビッグプロジェクトについては、やはり国との連

携、協力は絶対必要不可欠ですので、我々も、今後、

国との連携、話し合いをしっかり行って、その実現

に向けて協調して取り組めるようにやりたいと考え

ております。

○玉城義和委員 ぜひ、これはオール沖縄というか、

県民運動としてタウンミーティングとか、それぞれ

市町村ごとに、必要性とかメリットも含めて徹底的

に県民に周知をする必要があるだろうと。そして、

できれば県民運動的な、これは県がやるかどうかは

別にして、県民の半分ぐらいの署名運動をするとか、

そういう大きなうねりをつくっていくことが重要だ

と思うのです。だから、ぜひそこは県としても頭の

中に入れてもらって、民間団体も含めてそういう運

動をつくる必要があると思うのです。そのようにし

ないとこれは絶対に成功しませんよ。だから、そう

いう意味では、ぜひその辺もやっていただきたい。

くれぐれも、この前の12月17日みたいな、何とか

基地と引きかえに鉄道みたいなこと、そういうイメー

ジだけは避けないと、これをやってしまうと絶対に

だめですよ。先ほど申し上げた戦後の沖縄の状況も

含めて、軽便鉄道も含めて、そういう視点できちん

とやらないと、何となくあのようにどたばたで何か

出して、鉄道も出して、これも何となく基地と引き

かえかみたいなイメージを県民に持たれたら、絶対

成功しませんよ。ああいうやり方は非常にまずいで

すよ。私は非常にここが気になるので、ぜひそうい

うことのないようにくれぐれも注意して、きちんと

正攻法でやっていくということに気をつけていただ

きたいということを申し上げておきます。何かあり

ましたら、どうぞ。

○謝花喜一郎企画部長 委員がおっしゃることは一

々ごもっともで、私もそのような基地との引きかえ

に鉄軌道を出しているという気持ちは毛頭ございま

せん。これはやはり歴史的な経緯等も踏まえて、さ

りとて沖縄県の持ついろいろな課題を克服するため

にもこの鉄軌道の実現は必要だと思っていますので、

正攻法で対応していきたいと考えております。

○多嘉良斉交通政策課長 先ほどのお答えできな

かった２点についてお答えさせていただきます。

まず１点目、16市町村はどちらかということでご

ざいますが、これは県単の補助の16市町村でござい

まして、県単対象の運行事業者に対しまして、市町

村を介して補助をしております。この16市町村は糸

満市、南城市、南風原町、八重瀬町、与那原町、読

谷村、恩納村、うるま市、名護市、本部町、大宜味

村、東村、伊江村、久米島町、宮古島市、石垣市と

なっております。

もう一点でございます。補助要綱の要件の中に競

合路線は入っているかということでございますが、

競合は要件ではございませんが、競合する区間があ

れば、その区間分に関しては補助金がカットされる

ということになっております。

○山内末子委員長 休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後１時20分再開

○山内末子委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

田勝廣委員。

26ページの沖縄振興に必要な仕組

みに関する調査等に関する経費です。その最後の人
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口をふやす計画とありますから、これを説明してく

れませんか。27ページにもあります。

○謝花喜一郎企画部長 沖縄県は、長期的な展望で

は、2025年までは人口は増加し続けるだろうと見ら

れています。ところが、それ以降は次第に減少して

いくということが統計的には推定されております。

そういった状況の中で、まだ伸びている現代におい

て、いかにしたら人口を今後も将来的にも伸ばし続

けることができるかを今県は考えております。具体

的に、いろいろ統計的なデータも駆使しながら、施

策の展開として３つ考えております。自然増の拡大

のための取り組み、社会増を拡大するための取り組

み、あと沖縄県全体で均衡ある発展を図るためには、

離島過疎地域についても人口を維持、ないしは伸ば

さないといけないだろうと。この３本柱をベースに

して、人口増に向けて取り組むための予算でござい

ます。

人口増というときには、結婚を進

めるということですか。

○謝花喜一郎企画部長 自然増を拡大するための取

り組みと申し上げましたが、その中には婚姻率、出

生率の向上も柱に入れております。それから、結婚

して、出産した後に子育てを十分できる環境が重要

です。女性が働きやすい環境も重要ですので、子育

てセーフティーネットの充実ですとか女性の活躍推

進、また、自然増ということですので、今のお年寄

りがより長生きできるようにということで健康長寿

の取り組みもあわせて自然増を拡大するための取り

組みには入れているということです。

自然増というときに、結婚の条件

は大体どのように考えていますか。

○謝花喜一郎企画部長 やはり出会いが大事だと

思っておりますので、若者同士が出会える機会を提

供するとか、そういったものをまずやってみたいと

考えております。

沖縄の状況は、早婚、貧婚、離婚

の三婚なのです。結婚ではないのですよ。これが大

きな問題なのです。ここをどう改善したらいいのか。

○謝花喜一郎企画部長 やはり結婚するには、家庭

を持つということを男女がしっかり自覚して、お互

いに結婚に踏み切ることが大事だと思います。昔は

男が働いてとかいうことですが、今はもう男女分け

隔てなく、それぞれが仕事を持って、結婚して子供

を産んだ後には、双方が助け合って子育てできる環

境が大事ですので、やはり雇用の場も結婚を促進す

るためには大事だろうと思っております。

沖縄県の現在の所得は幾らで、全

国的に何番ですか。

○謝花喜一郎企画部長 沖縄県の2012年のデータで

すが、合計特殊出生率は1.90、ちなみに全国が1.41

です。この1.90は全国１位となっております。

非正規雇用は大体47％ぐらいと言

われていますから、県民所得の伸びぐあいは。

○謝花喜一郎企画部長 この10年を見ても、１人当

たり二百数万円で推移しておりまして、これは全国

の75％未満の数字で推移しております。全国最下位

でございます。

それで、今度はおうちを持ってい

るか、自己のおうちなのか、アパートに住んでいる

かとか、居住関係はどうなっているかとか、その辺

は企画部は調べていますか。

○謝花喜一郎企画部長 居住関係のものについては

今回我々は調査しておりません。

要するに、人口をふやすためには

結婚させなくてはいけない。結婚をさせるためには

条件が必要である。その条件はどれなのかというこ

とを分析して、今後、政策立案しないといけないだ

ろうと。それは北部であれ、離島であれ、人口がふ

えているところと減っているところ、減少傾向で、

そこをどう分析するかは非常に大事だと思います。

そこで、現在、皆さんが沖縄21世紀ビジョンでつ

くっている計画、人口、平成20年度、139万人から140

万人、従業者数が139万人から144万人、県内総生産

が３兆7000億円から５兆1000億円、１人当たり県民

所得が207万から270万円。ここで、県内総生産に占

める所得に波及する部分はどういう分析をしていま

すか。

○謝花喜一郎企画部長 県内総生産は今現在、これ

は平成22年のものですが、３兆7256億円ございます。

これは県内純生産に固定資本減耗を入れたものでご

ざいます。今、委員の県民所得はどのように反映さ

れるかという御質疑ですが、県民所得は、県内総生

産の中の県内純生産に県外からの所得を加えたもの

が県内総生産になるわけです。

県内総生産で県民所得を割ると、県民所得は大体75

％ぐらいの数字になりますので、それを今後どのよ

うに展開するかは御指導ください。

そこで、皆さんの分野別の活用状

況があるでしょう。例えば、産業振興関連で120億円

から３倍の389億円になりました、379億円になりま

した、360億円になりましたと書いてあるわけです。

それがどういう形で所得に波及しているのか。それ
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で、こっちは入域観光客数が18％伸びました、完全

失業率が減りました、有効求人倍率が上がりました、

情報通信関連立地企業はこうなりましたと書いてあ

るものだから、その根拠と、この流れはどうなりま

すかというわけです。これは要求しているのだから。

○謝花喜一郎企画部長 委員の今お示しいただいた

ものは、沖縄振興特別推進交付金分野別活用状況だ

と思います。これまで取り組むことができなかった

分野に沖縄振興一括交付金を活用して、例えば、離

島定住条件の整備のために７倍とか、そういったも

のを示しております。恐らく委員のおっしゃりたい

のは、こういったものを全て投入することによって、

県が目指す、将来、平成33年までに271万円の県民所

得にするんだということを示しているわけだろうが、

これがどういう形で反映されるかという御質疑だと

理解しております。

実は、我々、この平成33年の展望値のあらわし方

ですが、昭和47年から平成21年までのトレンドを、

実績値をベースにして、例えば観光客数を1000万人

に、そういったものをそれぞれ概数がありますので、

総動員してやった場合にこれだけの数字になるだろ

うということをやっております。今、この数字を示

したときに、これがどうなるかについては、基本的

には、沖縄振興一括交付金の数字も、展望値を導入

する際には試算を入れて我々はやっていますので、

それを込みで271万円になると読んでいるところでご

ざいます。

それはわかります。だから、具体

的にこういう数字になってくるから、これは包括的

にいっぱい広がって、そこにこれが加わってくるわ

けだから。例えば、128億円が389億円になりました

と。約200億円上がっているわけです。200億円が産

業関連指数として大体幾らになりますかと、ここが

ポイントよ。まあ、それはいい。

それで、今後、こういうことをやる場合に、見や

すいから、１年、２年、３年で出したほうがいいか

もしれない。沖縄21世紀ビジョンの具体的計画の中

に３年後とか６年後があったでしょう。そういうも

のをやって、それで総括したほうがいいのではない

かなと。そうしてくると、どこにお金を注ぐべきか

ということがわかってくるのではないかと私は思う。

それはいいです。

それで、次は沖縄振興特別推進交付金交付要綱が

ありますね。これは３年になっている。これは何か

問題がありますか。

○謝花喜一郎企画部長 沖縄振興特別交付金交付要

綱は、手前みそで大変恐縮ですが、恐らくこういっ

た要綱は他に例はないだろうと私は思っております。

現時点において、沖縄振興特別推進交付金交付要綱

の見直しの必要性は感じていないのが実態でござい

ます。

大体僕も同じだと思う。そこで、

僕が言いたいのは、これは民主党政権のときにつくっ

たものね。今度自民党政権になりましたと。自民党

と民主党の政権の違いとは何か。ここの点は今スムー

ズにいっているか、いっていないかがある。要する

に、沖縄県は一括交付金を認めているけれども、他

の府県は一括交付金を認めていないでしょう。今後

そういう可能性はあるのかないのかとか、そういう

交渉の過程の中で、民主党政権はこうだったが、自

民党政権はこうなっている、その辺の違いは今のと

ころないですか。

○謝花喜一郎企画部長 確かに、この一括交付金は

民主党政権の一丁目一番地で、我々も県のニーズに

合ったということで強く求めてきたところでござい

ます。一方で、沖縄振興特別措置法は、自民党も含

めて与野党全会一致で認めていただいたものです。

当然と申しましょうか、自民党政権は、民主党が唱

えていた一括交付金は沖縄県を除いては全て廃止し

たわけですが、沖縄県が強く要望して認めていただ

いた、創設していただいた一括交付金については、

自民党においても十分この必要性は認識し、了解し

ていただいていると思います。現に、沖縄担当大臣

の山本大臣も、せんだっても与那国に参りまして、

沖縄振興一括交付金が大変有効に活用されていると

いうことで絶賛しておりましたので、我々は、沖縄

振興一括交付金は、現政権においても十分認めてい

ただいているものと認識しております。

沖縄振興一括交付金は今回で３度

目だから、各市町村の沖縄振興一括交付金の使い方、

あるいは繰越明許になっている額だとか、なぜそれ

がそのようになっているか、その辺の分析はどうで

すか。

○謝花喜一郎企画部長 平成24年度、まず、沖縄振

興一括交付金の制度、初年度ということもありまし

た。それから、今おっしゃった沖縄振興特別推進交

付金交付要綱自体が４月19日にしかできなかったと

いうことで、６月の時点では、まだまだ半分以下の

内諾、交付決定さえもできないような状況でした。

特に市町村の場合は。ただ、平成25年は４月１日時

点で相当の交付決定がなされました。今、数字をす

ぐに探せなくて恐縮ですが、平成24年度の繰り越し
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が155億円ございました。ただ、平成25年度のものは

どうかというと、今はまだ概数ですが、それが大幅

に減るだろうと我々は見込んでおります。不用額は、

平成24年度は９億円ぐらいでしたが、これも、そう

いった不用を出すのは、せっかくいただいた沖縄振

興一括交付金なのでもったいないということで、早

い段階で中間的な取り組み状況などを各市町村に照

会して、不用が出ないような、相互の市町村からの

やりくりなどもいたしました。ですから、不用額も、

恐らく平成25年度は相当程度圧縮されるだろうと考

えております。

平成24年、平成25年、平成26年に

なってくると、ソフトでやってくると、ソフトは限

度がある。今度は、そこをハードに切りかえたとき

に、ハードは余り使ってはいけませんとなってくる

ので、そうすると、ソフトは今順調に進んでいる、

これが大体ソフトが終わってくると、沖縄振興一括

交付金をどう使おうかなというと、今度はハードへ

転換せざるを得ないかもしれないと私は思うのだけ

れども、どうでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 ３年目ですが、ハードにい

かないとソフトがそろそろ種切れだという感じには

まだなっていないと思っています。ただ、一方で、

逆に、このハード事業をやりたいが、いわゆる配分

枠だけでは足りないという市町村も実は出ておりま

す。そういったところにおいては特別枠というもの

をつくっております。これは幾つか、広域的事業と

かモデル的事業とかありますが、優先的事業があり

まして、優先的事業の趣旨は、配分だけでは対応で

きないようなものにも対応するために沖縄振興一括

交付金を30億円、１割の部分から充てることができ

るというものですので、それを求めてきている町村

が平成26年度事業では目についてきているという感

じはいたします。

例えば、ハード事業としては４億

円から６億円かかったりする。これは２年にまたがっ

てそういうことが可能かどうかとか、それから、県

が持っている沖縄振興一括交付金と、市町村が持っ

ている沖縄振興一括交付金を足して事業が可能かど

うかとか、そこはどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 41市町村が１回は枠配分を

できるようにということで、その特別枠を創設した

ときにワーキングチームで議論を行いまして、上限

を６億円としました。ただ、先ほど申しましたハー

ド事業の提案の中には10億円余りの事業を提案して

いる方がいます。そういったところでは、複数年、

２年とか３年とかやる場合がある。そのときに、こ

の６億円を超える枠分を次年度以降どのように取り

扱うというのが実はこれから議論になっております。

このことについて、沖縄県は一定程度の腹案は持っ

ておりますが、今後、町村とワーキングチームの中

で、この特別枠の、我々が基準としている６億円を

超えるような額についての対応についてどうするか

は新年度に入って議論をしようと今考えております。

もう一つ、要するに県の持ってい

るものと市町村が持っているものとプラスして、こ

れはどうかと。

○謝花喜一郎企画部長 もし市町村から提案があれ

ば、県事業と市町村事業の連携は考えてみることは

可能かと思っています。ただ、今の時点で、やはり

県と市町村の役割分担は、実は県事業、市町村事業

で展開する中でありますので、あわせて１つの分は

今の時点では例は少ないと思いますが、ただ、これ

を門前払いするつもりは毛頭ございません。

今後の沖縄振興一括交付金の各市

町村における成果といいますか、こういうことがあっ

てこういう成果を上げましたと。そうすると、それ

が結局は将来の沖縄21世紀ビジョンにつながってい

くという成果を大体３年でまとめるのですか、５年

でまとめるのですか、どういう感じですか。

○謝花喜一郎企画部長 大変大事な視点だと思いま

す。今、我々は３年ぐらいをめどに市町村が事業の

総括評価を行って、これが沖縄振興全体にどのよう

に活用されたか、沖縄振興としてどのように展開さ

れたかが見えるようなものを出してみたいと思って

おります。

その中に、沖縄振興一括交付金が、

県民の所得が幾ら上がって、県民所得に幾ら波及効

果があったということも含めてやるとなお楽しいの

ではないかと思います。

○謝花喜一郎企画部長 ぜひ委員の御指導を賜りな

がらやりたいと思います。

要するに、波及効果ということは

そういうことなのよね。例えば、島田懇談会事業で

も1000億円やりました、北部振興もこれだけやりま

した、その結果、こういうことになりましたという

ことがなければ、それは出す側もおもしろくないし、

やる側もおもしろくないのではないですか、どうで

すか。

○謝花喜一郎企画部長 今、市町村も県も、沖縄21

世紀ビジョンで、基本計画に基づいてそれぞれ施策

を展開するとなっております。ですから、その目標
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がどのようになったかはそれぞれ今出せます。ただ、

私と委員の認識の違いかもしれませんが、いわゆる

展望値のお話が冒頭ございましたが、これを単年度

ごとに、例えば３年やったら、この３年分が展望値

にどう影響するかということをそれぞれ示すことが

重要だということだと思うのですが、実はこの辺の

ところでどうも話がまだかみ合っていないという部

分があります。ここら辺のところは少し意見の交換

が必要と思っています。

この件は、それだけ力がないから

市町村弱いのよね。それは県がある程度方向性を出

すと、市町村もそれに従っていろいろ出てくるので、

そこはぜひ考えていただければと思います。

それから、これの63ページ、科学振興費というと

ころは、将来の沖縄県の科学技術のさまざまな、バ

イオであれ何であれ、その展望はいかにということ

を報告してくれませんか。非常におもしろそうな感

じだから。

○具志堅清明企画振興統括監 今の63ページで、さ

まざまな科学の振興でございますが、これは沖縄21

世紀ビジョンの中で、健康、医療、環境・エネルギー

という分野にフォーカスして、地域の強みを生かす

ということを前提に置いてこういったさまざまな事

業をやっておりますが、実はその中でも、先ほど科

学技術振興課長が述べましたが、沖縄の生物資源を

活用した海洋資源であったり、あとは薬草等の高度

化によるいわゆる産業化の可能性を、この事業の中

ではさまざまなものがございますが、実はそういっ

たものと、あとは医療というところで―沖縄の健康

長寿の問題もございますが、新しい医療基盤をつく

り込んで、これはなぜかというと、琉球大学と医師

会、そして県立病院の、沖縄県の場合は、医師会の

中にその３者がちゃんと入って、医療連携について

は他府県より非常にすぐれていると言われておりま

して、そういったところで、感染症の研究とかを目

指していくということで、最終的には、御存じのよ

うに、沖縄科学技術大学院大学は、基礎研究ではご

ざいますが、これからは医療の分野も展開していき

たいとおっしゃっておりますので、そういったとこ

ろと連携して、沖縄科学技術大学院大学を核として

知的・産業クラスターを形成していくことを目指す

ことを県は考えております。

沖縄県は唯一の亜熱帯地域で、さ

まざまな生物だとか多様な生物というのですか、そ

ういう中で研究をして、それをいかに産業に結びつ

けるかと。恐らく道半ばだと思いますが、そういう

可能性があるのを挙げてくれませんか。

○具志堅清明企画振興統括監 おっしゃっていると

おりでございまして、実は亜熱帯島嶼の中で、現在、

海洋関係の微生物、例えば海綿から医薬品をつくっ

たりすることが世界的にも注目を集めております。

これまでは陸上生物とか化学合成によって薬をつ

くっていたのですが、海洋の生物の中には、例えば

太陽の紫外線に非常に強いとか、あとは潰瘍といっ

て、太陽によって炎症を起こすのをみずから防ぐた

めに物質を出すとか、そういった微生物等から、そ

ういったものがどう機能して、何が、どういう物質

がということを特定して、それを薬にしたいという

創薬メーカーが、県内にありますそういった海洋生

物を研究するベンチャーと組んで大きな市場を目指

そうという動きも今現在あります。先ほど言いまし

た薬草についても、皆さんも御存じのようなゴーヤー

も含めてフコイダン、いろいろなものがありますが、

それを高機能化していって、健康食品よりさらに高

度化するようなことも、実は大手の医薬品メーカー

と組んだベンチャー等も出てきておりますので、そ

ういったものをさらに発展させるということを、沖

縄科学技術大学院大学の先生も協力して、こういっ

た長寿の研究の中に沖縄の薬草などを研究していた

だいている先生もおりますので、そういったものを

活用させていただいて伸ばしていきたいと思ってお

ります。

恐らく沖縄科学技術大学院大学あ

るいは琉球大学、医師会とか、こういう環境は整え

ていると。今度はその人材育成ですよね。ここの人

材育成を、いわゆる今現在の子供たちとか、理工系

とか科学を勉強するとか、人材育成とどう結びつけ

るかという、その辺のビジョンはありますか。

○具志堅清明企画振興統括監 おっしゃるとおりで

ございます。実は、人材育成の中でも、特に琉球大

学、沖縄科学技術大学院大学には、さまざまな国か

ら来ている、院生ではございますが、沖縄工業高等

専門学校、琉球大学が組みまして、バイオの研究に

特化して、そういったバイオの遺伝子解析の技術を

持った研究者を育てるという、バイオインフォマテ

ィシャンと表現しますけれども、これは遺伝子をコ

ンピューターで解析したときに、それを読めるよう

な人たちという技術者の育成を沖縄工業高等専門学

校、琉球大学が一緒に行っている。これを沖縄科学

技術振興センターが支援した例がございますので、

こういったことで人材育成を今しているのと、あと

は、琉球大学、沖縄工業高等専門学校、ＯＩＳＴ、
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そういった相互の教育連携をしましょうということ

と、あと実は今起こっているのは、３つの理系の大

学だけではなくて、沖縄国際大学であったり、沖縄

県立看護大学であったりという大学間の連携で、相

互の単位互換もできないかどうかという議論を始め

ていただいているところでございます。そういった

中で、それぞれの特徴のある大学が相手を補完しな

がら人材育成していきたいとおっしゃっていただい

ています。

中学校とか高等学校の関係はどう

ですか。

○具志堅清明企画振興統括監 高校生については、

沖縄科学技術大学院大学が沖縄県内の全高校生をみ

ずからの研究所に招いて、そのラボを見せて、高校

生の意識を高めるという活動をしていただいており

ます。あと、沖縄工業高等専門学校、琉球大学、沖

縄科学技術大学院大学もですが、小中に向けてのい

わゆる科学教室などを離島も含めて出向いていって、

例えば簡単に試験管の中で遺伝子をつくって、これ

が見える遺伝子ですというようなことを子供たちに

やっていただいておりますので、そういった草の根

の教育啓発も大学間の連携でやっていただいている

ところです。

東京の千代田区に東京こども科学

館があるでしょう、行ったことがありますか。

○具志堅清明企画振興統括監 東京こども科学館に

は行ったことはございます。

その雰囲気を説明してくれますか。

○具志堅清明企画振興統括監 東京こども科学館は、

失礼ですが、お金がかかっているので、非常にいろ

いろなコンテンツがそろっていて飽きないのが本当

でございます。

私はそこに結びつけたかったんで

す。そういう科学館をつくることによって子供たち

がそれを考えると。せっかくこっちは20億円かかっ

ていますよね。そういう科学館をある程度国と調整

して、これからの亜熱帯の関係の中でどうやってい

くのか、これは非常に重要だと思いますが、いかが

ですか。

○具志堅清明企画振興統括監 済みません、科学館

までは思いは及んでおりませんでしたので、戻って、

いろいろなところ、関係機関に聞いてみたいと思い

ます。

１点だけ、科学館というか、沖縄こどもの国もサ

イエンスの建物を持っております。実は、そこで東

京こども科学館と連携してコンテンツづくりを行っ

ていただいておりますが、確かに委員のおっしゃる

ように、充実度については厳しいものがありますの

で、そこは御意見としては初めてなので考えたいと

思います。

電力は電力館を持っているわけね。

九州にもあるし。沖縄電力も持っているのです。宮

崎も持っている。僕は大体知っているが、沖縄だけ

ないのよね。そういうところを今皆さんがやろうと

している事業と関連づけてやると、なおいけるので

はないか。

○具志堅清明企画振興統括監 了解しました。科学

館については少し勉強させていただきたいと思いま

す。

そこはまた、企画部長はどうです

か。予算の分捕りは名人ですから、どうぞ。

○謝花喜一郎企画部長 今、具志堅企画振興統括監

からお話がありましたが、アイデアとしておもしろ

いと思っております。目で見て体験してということ

は重要だと思います。特に、幼い時期にこういった

ものに接するのは大事だと思います。今、我々が考

えておりますのは、県内にも実はいろいろな試験研

究機関がございますが、そういったところに意外と

県内の児童生徒も見学に行ったりもしていないわけ

です。ありとあらゆるものが今可能性としてあると

思いますので、そういったものも含めて、委員のおっ

しゃった提言は大変有意義だと私は思っております

ので、今後、部内で議論させていただきたいと思い

ます。

それこそ産学共同でやればいいの

です。

議会事務局長、私も議員になってちょうど13年、

議会をして一緒にやった経験はありますが、議会の

雰囲気として、あるいはこの議会は議員との共同作

成というか、このいろいろな関係。その中で、これ

まで議会事務局長が感じてきたこと、あるいは今後

どうあるべきかということ、議会運営の仕方とか、

そういう御意見があれば伺いたいと思います。

○嘉陽安昭議会事務局長 今のは議会の今後のあり

方と捉えてお答えさせていただきたいと思います。

執行部機関と議会は二元代表制の中のそれぞれ一翼

を担う機関でございますが、御案内のとおり、事務

局は嘱託員も合わせて53名という小さな一つの事務

局でございます。そういった中で、定数8000、行政

棟には3000名近い執行機関の職員がいる大きな執行

部と対峙する中で、今、委員のおっしゃるとおり、

議会事務局職員が、もちろん議事運営に精通するこ
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とはともかくとしても、議員の持っている問題性と

か、執行機関への提案する課題といったものに対し

て、議員とともに一緒になって調査検討とか、共同

でやっていくことは今後とも必要ではないかと考え

ている次第でございます。

歴代の議会事務局長は普通は議会

事務局出身ですか。

○嘉陽安昭議会事務局長 議会事務局出身というこ

とが、本籍と申しますか、最初から議会事務局職員

であったのかという、それとしますれば、私も中途

から議会に来た人間でございますので、議会の年数

は長いですが、議会事務局で採用された人間ではご

ざいませんし、最初から立法院で採用された方々は

今のところもう議会事務局には残ってはいないとい

う形で、そして、全員が最初から議会事務局職員で

あったということはございません。

議会事務局長は今度定年を迎える

そうですが、その定年に対する思い、議会事務局長

の思いをお話しください。

○嘉陽安昭議会事務局長 答弁になっているか少し

心もとないのですが、今回定年を迎えるわけでござ

いますけれども、昨今の状況という、先ほどの委員

の質疑と重ね合わせますれば、この四、五年と申し

ますか、米軍基地に端を発する非常に厳しい政治環

境が議会の運営にも反映されまして、本会議の審議、

委員会の審査は非常に激しい論戦がありまして、こ

れに対して、私を初め議会事務局職員一同緊張感を

持って対応してきたのが率直な感想でございます。

今度定年でやめるわけでございますが、今ここで委

員会を支えているのは山内委員長の両袖にいる議会

事務局職員２人でございまして、この２人でこの委

員会を支えているという状況もありますし、少ない

議会事務局職員に対して、今後とも協働しながら仕

事をすると同時に、議会事務局職員に対して温かい

目で見守っていただければとお願いする次第でござ

います。

御苦労さまでした。

終わります。

○山内末子委員長 前島明男委員。

○前島明男委員 それではまず、企画部の事務分掌

の確認からさせていただきたいと思いますが、全庁

的な調整機能を持っておられるかどうか、それの確

認からしたいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 行政の総合調整機能の中に

はいろいろございます。例えば、人事であれば人事

課が総合調整機能を持ちますし、予算でありました

ら財政課が総合調整機能を持つということです。で

は、企画部はどんな総合調整機能があるかというと、

地方自治法上の総合調整機能はございませんが、企

画部においては沖縄県全体の、特に沖縄県は沖縄振

興特別措置法という大きな法律に基づいて計画をつ

くり、各部局が施策を展開するということがござい

ます。それの取りまとめ役が企画部の大きな仕事で

す。そういった意味で、沖縄振興特別措置法、それ

から、それに基づく振興計画をつくるに当たって企

画部は調整を行っているということで役割を認識し

ているところでございます。

○前島明男委員 それでは、質疑に入ります。

まず、水道料金の平準化の問題ですが、これは企

画部にとっては管轄外だと思うのですが、たしか環

境生活部ですか、向こうの範疇だと思うのですが、

私は議員になって間もないころから水道の平準化に

関して質疑したりいろいろやっているのです。県内

どこにいても同じ水道料金で水が飲めるということ

が必要ではないかと私は思って、これは企業法か工

業用水道事業法かわかりませんが、その辺で縛られ

ていると思うのですが、水さえあれば人間２週間は

生きられるということも聞いておりまして、我々人

間が生きていく上でいかに水が大事かということな

のですが、環境生活部の管轄ではあるのですが、そ

ういう問題が提起された場合に、企画部長としても

その辺調整していくお考えがないかどうか、まずそ

の辺からお伺いしたいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 まず、今、委員がおっしゃっ

た水道事業の広域化のお話ですが、実は、平成22年、

平成23年に、沖縄は新たな沖縄振興を求める際に、

一つの議論になりました。やはり離島振興は県政の

最重要課題だということです。その中で、今、委員、

まさしくおっしゃっていただきましたが、離島の中

で水の問題は重要です。山中先生が沖縄開発庁長官

のときに、島チャビをなくすという中に水問題は大

きかったと思います。本島においては着実にダムが

できたわけですが、離島においては、やはり海底送

水管などによるものでやっていると。そういったも

のができないところは、海水淡水化施設等によって

水を賄っているという実態がございます。そうしま

すと、どうしてもコストがかかりますので、本島と

比べたときに割高な水道料金になっているというこ

とを我々は認識しました。これについて何とか対応

すべきではないかということで、いわゆる特例的な

制度などの要求もいろいろ考えたわけですが、これ

はやはり少しハードルが高い。そういった場合に、
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県民一人一人で、本島の人間が１円でも２円でも負

担することによって、離島全体の水道料金を負担軽

減できないかという議論を行っています。それがい

わゆる水道の広域化の話になったと認識しておりま

す。

では、企画部はどういった対応をするかというこ

とですが、企画部は、地域・離島課において水源問

題、水源基金をかつて所管しておりました。そういっ

た地域・離島の観点から―離島も持っておりますの

で、いわゆる環境生活部が所管、企業局と連携して

議論しておりますが、地域・離島を所管している企

画部においても、そのメンバーに入っていろいろ議

論はさせていただけるだろうと思っております。

○前島明男委員 水問題は極めて重要な課題でもあ

りますし、電気料金だけは一緒なのですよね。そう

いうこともあります。ですから、例えば遠く離れた

沖縄本島から三、四百キロも離れた南北大東にいよ

うが、あるいは近くの離島にいようが同じ料金で水

が飲めるという日が一日も早く来ることを願ってや

みません。その辺の努力もお願いしたいと思います。

それと、今度、いわゆる離島からここへ出てきて

いる子供たちの就学支援金です。この間、私は一般

質問でもやりましたが、今、年間で24万円出ます。

それだけではとてもではないが、この３倍も４倍も

かかっています。これは当然、島とここと二重生活

になります。そうすると、経費は３倍も４倍もかかっ

ているのです。24万円では、とてもではないが、微

々たるものです。これは教育長に質問をいたしまし

たが、国にぜひ増額要求してほしいということを申

し上げました。本当は島にいて同じような教育も受

けられる、生活環境が非常にいい島では教育環境も

非常にいいと思うのです。島から高良副知事のよう

なすばらしい人材、あるいは南北大東からお医者さ

んも何名か誕生しているということも聞いておりま

すし、そういった意味では、本当に島で一人でも多

く、さっき人口増加の問題もありましたが、島にい

てもいい教育を受けられる、いい生活をできるとい

うことであれば、島の人口はふえていくはずです。

ですから、そういった意味では、教育に関してももっ

ともっと増額できるような、その後押しを企画部サ

イドも、教育委員会に、教育庁に任すのではなくし

て、全庁的な取り組みでも私はいいのではないかと

思うのですが、企画部長、どうお考えですか。

○謝花喜一郎企画部長 企画部は、先ほど冒頭で申

し上げましたように、沖縄振興についての全体的な

調整を担わせていただいております。その中でも、

また離島振興は企画部が音頭取りもしているという

ことです。委員御指摘のものにつきましては、一義

的には教育庁のほうで文部科学省といろいろやりと

りをしていると思いますが、企画部におきましては、

やはり離島における教育の問題も重要だと認識して

おります。では、そういった予算がこれまであった

かというと、なかったわけでございます。社会基盤

の整備、社会資本の整備が中心の沖縄振興予算だっ

たわけです。

今般、沖縄振興一括交付金ができました。市町村

においては、例えば沖縄振興一括交付金を使って与

那国のほうで、例を申しますと、ウエブサイトを使っ

て東京と与那国で結んで、沖縄が大画面に映し出さ

れて、東京の現役学生さんが与那国の子供たちをま

るでそばにいるような感じで授業で教えている―こ

れは塾のお話ですが、そういった環境をつくり出す

ことができたということです。委員のおっしゃりた

いことは、恐らく国に任すというものもあるし、市

町村でやるものもあるだろうけれども、何らかのも

のをできないかということだと思います。例えば、

せっかく県にも沖縄振興一括交付金があるわけでご

ざいます。沖縄振興一括交付金はどういったものが

できるかというと、沖縄振興に資するものであれば、

ほとんどのものができるわけです。特殊事情があれ

ば、説明があればできます。ただ、問題なのは、他

の補助事業が、メニューがあれば、その場合、でき

ないということがあります。そういったときに、既

に先ほど委員がおっしゃったような仕組みがあるわ

けですが、それと似て非なるものをいかに編み出す

かは知恵の出しどころかなと実は私は思っておりま

す。いろいろなものが似て非なるものという理由で

できるのではないかというものも持っておりますの

で、この辺のところは、企画部も離島振興の観点か

ら、移動コストの観点もいろいろ、教育庁との関係

もありますし、また、離島の子供たちを本島に送れ

ないかというある議員からの提案もありました。そ

ういうところも含めて、教育庁との連携はこれから

も必要だと思いますが、一つのアイデアも企画部と

して少し頭を使ってみたいなと思っています。

○前島明男委員 私は南北大東に７回、８回ぐらい

行き来しているのですが、その中で、島民の中から

聞こえる声は、いわゆる飛行機、航空運賃の低減だ

とか、あるいは物価輸送の補助金とかはあるが、ま

た物価は本島が100とすると、恐らくそれよりも２割、

３割高いと。100円のものが115円したり、120円した

りということで、生活は決して楽ではないというよ
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うな声をよく聞きます。いろいろな助成の方法、こ

れまで非常に多くの助成をやってもらっていますが、

それでもまだまだ十分だとは言えないわけです。で

すから、さらなる助成、いろいろな方法を駆使して、

もっともっと離島に対する手厚い助成をお願いした

いと思っておりますが、企画部長、いかがでしょう

か。

○謝花喜一郎企画部長 助成という言葉がありまし

たが、教育庁がやっているのはまさしく個々人に配

付するというものですが、私は、いろいろスキーム

を考える際に、何らかの助成ということもそうです

が、これが定着して継続できるような仕組みを考え

る必要があると思っています。離島会館といいましょ

うか、離島に子供たちの宿泊施設が、１つそういっ

たものが挙げられると思います。それ以外のもので

何かできるものがないかといったところをそれぞれ

の、まずは現状、それからニーズを踏まえて対応策

を考えるのが行政の常ですが、そういった手順で議

論してみたいというのが私のほうで思っているとこ

ろでございます。

○前島明男委員 少し質疑が後戻りしたりするので

すが、水道に関しての質疑で、節水思想の普及もた

しかこの中にあったのではないかと私は思うのです

が、今、観光客がもう六百数十万人ふえております

し、沖縄の人口を140万人とすれば、その四、五倍の

方々が沖縄に出入りしているわけです。私も少しば

かりゴルフをたしなむものですから、ゴルフ場で、

いわゆる風呂場に行ったときに、カランを目いっぱ

いあけて、出しっ放しで髪を洗ったり、体を洗った

りやっているのです―私自身も大きなことを言えな

いのですが、例えば旅行したときに、うちではシャ

ワーしか入りませんが、夏でも冬でもほとんどシャ

ワーなのですが、本土へ出張か何か行ったときに、

浴槽にいっぱいためて水を使うのです。旅の恥はか

き捨てではないのですが、観光で来るお客さんたち

に対する節水思想の普及は図るべきではないかと。

何しろ六百数十万人の方が年間来るわけですから、

大変な水を使うと思うのです。県民への節水の普及

は、最近、トイレに行ったら張られていますよね。

よく見かけるのですが、公共施設にもあるのですが、

観光客に対する節水思想の普及はどのように図って

いるのか、図っていないのか、どうあるべきなのか、

この辺、お考えはないですか。

○比嘉悟地域・離島課副参事 節水想定ということ

で、一般的な普及は、例えば水の作文コンクールと

か、水の循環とか、イベントを開きまして、一般的

な節水の取り組みは行っておりますが、特に観光客

に特化したものは今のところ行っておりません。た

だし、ダムの貯水率が低くなって渇水状況になりま

すと、当然、観光施設も含めまして、全体的にそう

いった節水のお願いをしていくというような流れに

なっております。

○前島明男委員 県民は当然のことですが、やはり

観光客に対する節水の協力依頼は積極的にやるべき

だと私は思うのですが、何せ年間六百数十万人、こ

れから1000万人までになろうかというときに、観光

客は節水だけはそのまま放っておけないと私は思い

ます。これはかなりの水を使いますよ。

○比嘉悟地域・離島課副参事 確かにリゾート施設

の１人当たりの使用量は一般より高目に出るという

傾向がございます。ただし、観光振興もやっており

ますし、一応長期的な水需給計画を持っているので

すが、その中では、増加計画の範囲では、現在、水

源地域も大分開発されておりますので、今のペース

でいくと、そういった危機的な状況にはならないと

いう状況ではございます。ただし、常軌を逸した使

用は慎まないといけないと思いますので、今のとこ

ろ、具体的な方案は持ち合わせていないのですが、

その辺はまた少し検討してみたいと思います。

○前島明男委員 水は無限ではないのですよね。た

だではないですよね。これはかなりお金もかかって

います。ダムをつくったり、あるいは送水管の布設

とか、いろいろなことを考えると、水は結構金がか

かっているのです。ですから、節水の思想の普及は

極めて重要だと私は思っています。最近、沖縄でも

非常に貯水量が減ってきているというような状況も

ありますし、今後、節水思想の普及ということは、

県民は当然ですけれども、観光客に対しても協力依

頼をやらないと、水は幾らでも使っていいのだと。

本土の場合は川も豊富だし、水源地も豊富だから、

向こうの人の水に対する考えと、我々ウチナーンチュ

の水に対する考えは随分差があると思うのです。で

すから、本土から来るお客さんに対しても、その辺

の節水協力は、企業局、水道局だけではなくしてぜ

ひ企画部でもその辺を積極的に取り組んでもらいた

いと思って、要望して終わります。

○山内末子委員長 渡久地修委員。

○渡久地修委員 午前中の照屋委員の質疑で、この

振興にかかわる去年の要請書については、かがみ文

を書いて、あと整えたという答弁をしていましたけ

れども、それでよろしいですか。

○謝花喜一郎企画部長 企画部でかがみ文を整えて
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やったということです。

○渡久地修委員 ということは、ここに要請文があ

りますけれども、皆さんがつくったのは、「要請書」

という表紙と「要請について」という題と、残り14

行は皆さんが書いて、残りは清書したというだけと

理解していいですか。

○謝花喜一郎企画部長 そのとおりでございます。

○渡久地修委員 では、この清書したメモは知事か

ら渡されたということですね。

○謝花喜一郎企画部長 直接知事ということではな

くて、秘書課経由でいただいたということです。

○渡久地修委員 この中身が、企画部がこれまでずっ

とやってきたということではなくて、秘書課を通じ

て知事から渡されてやったということがわかりまし

た。これはこの程度にとどめておきます。

次に、普天間基地の先行用地取得の問題、新年度

予算の額と取得予定件数、面積がわかれば教えてく

ださい。

○下地正之企画調整課跡地対策監 平成26年度の普

天間飛行場内の土地取得予定面積は3.5ヘクタールで

す。取得予定額は用地費ベースで事務費を含めて14

億7800万円でございます。

○渡久地修委員 これまでの実績額、件数、面積に

ついて教えてください。

○下地正之企画調整課跡地対策監 平成25年度の実

績額でございますけれども、13億6000万円でござい

ます。取得件数は、県の対応分が47件でございまし

て、面積が3.15ヘクタールでございます。

○渡久地修委員 県はこの普天間基地内の地主さん

の中で一番大きな地主ということで理解していいで

すか。

○下地正之企画調整課跡地対策監 地権者の情報に

ついては個人情報もあって、こちらでは把握してお

りません。

○渡久地修委員 あと、県が取得しますよね。取得

しましたら、もとの地主さんがいて買いますね。県

の所有になった。その際の、多分国とになるのです

が、契約というのは１件１件の契約になるのですか、

どうなるのですか。

○謝花喜一郎企画部長 １件１件の契約になります。

○渡久地修委員 では、この１件１件の契約で契約

書というのはどのように交わしていますか、契約年

数はどうなりますか。

○謝花喜一郎企画部長 まず契約年数からお答えし

ます。使用期間は１年間、１年単位で覚書を締結す

るということで、これは他の地権者と同様ですが、

どういった内容にするかというのを、今現在、協議

中ということでございます。

○渡久地修委員 覚書を締結するということだけれ

ども、皆さんの先ほど見せた知事の要望で、普天間

の５年以内の運用停止、閉鎖というのがありますよ

ね。それからすると、これについて担保はあるのか

と聞いたら、知事は、総理が約束している、確約し

ていることだから、これが担保ですと言っているわ

けですよね。そういう意味で、総理も言っているわ

けだから、皆さんが契約を交わすときに、その覚書

の中に５年たったらちゃんと明け渡すことというこ

とをきちんと明記するということが私は大事だと思

うのですが、どうでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 覚書というのは、これはずっ

と長年県有地を駐留軍用地に使用させるために県と

国で締結されているものですが、行政財産として管

理されているわけです。行政財産として管理する場

合に、通常であれば、委員よく御承知と思いますが、

使用許可という形にするわけです。使用許可とする

場合にはいろいろ条件とか取消権を留保したりする

ことが可能なわけですが、この駐留軍用地の場合、

なぜ覚書にしたかという経緯ですが、これはやはり

日米安全保障条約に基づいて提供しなければいけな

いというのがございます。そういったことで覚書に

していると、私はこの基金等をつくるときに総務か

ら聞いた記憶がございます。そういった観点からし

ますと、やはりこの覚書の中で、一つのアイデアだ

と思いますけれども、特記事項として入れるという

のは難しいというのが実感でございます。

○渡久地修委員 あれだけ知事が、総理との約束で

す、これが一番の担保ですと言っているわけだから、

我々は担保にならないでしょうと言っているけれど

も、いや、これが一番の担保ですと言っているのだ

から、それを明確にするためにも、この覚書の中に

５年たったら明け渡しますということを明確にする

というのは筋だと、別に無謀な要求ではないと思う

よ。どうですか。

○謝花喜一郎企画部長 今、委員明け渡しとおっ

しゃっていますけれども、これは私の理解ですが、

運用停止と言っているわけです。要は引き渡しとか

そういったことは言っていないわけです。そうした

場合に、では、県で中途進退のときに明け渡しとい

うようなものはどうなるかというのはまだわからな

いわけですので、なかなかこれは難しいと思ってお

ります。

○渡久地修委員 これは知事がもうあれだけ総理が
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確約しているということだから、今のことは私は知

事に直接聞きたいと思いますので保留にしたいと思

います。

それと、先ほどの要望書、皆さんは14行の文章し

か書いていないと、残りは秘書課を通して渡された

ということで、企画部がこれまで中身としては議論

したものはあるかもしれないけれども、皆さん方は、

この記以降のものに関しては、かかわっていないと

いうことでいいのよね。皆さんはとにかく清書した

ということよね。

○謝花喜一郎企画部長 知事はこれまでも国のいろ

いろな方々と話をするときには、県のいろいろな要

請事項というのを持って歩いていましたので、それ

をベースにされていたものだろうなと思っておりま

す。

○渡久地修委員 だから、これは皆さんがかかわっ

ていない、知事公室もかかわっていないから、要す

るに知事が一人で仕上げたということで理解してい

いのですか。

○謝花喜一郎企画部長 知事が仕上げたといいます

か、このベースは、県がこれまでもさまざまな機会

で要望していたものを、誰がこういう形で打ち込ん

だかというのは承知しておりませんけれども、これ

まで県がさまざまな部分で要望していたものを整理

されているもの、これをいただいて企画部でかがみ

をつけて要請書の形をとった上でやったということ

でございます。

○渡久地修委員 企画部長の答弁は、とにかくこの

記の中にあるものに関しては渡されて清書したとい

うのは言って、それを誰がまとめたかというのは今

企画部長の勝手な解釈を言っているけれども、それ

を知らないわけだから、これは知事に直接ただす必

要があると思いますので、保留にしてお取り計らい

をお願いします。

次に、沖縄振興計画についてお尋ねします。1972

年から沖縄振興開発特別措置法が始まりましたけれ

ども、これまで幾らの額が沖縄にこの間投下されま

したか。

○謝花喜一郎企画部長 昭和47年の第１次から第４

次の平成23年末まであるわけですが、これまで合計

で10兆2000億円の額が投下されました。

○渡久地修委員 この直近の10年間は幾らでしょう

か。

○謝花喜一郎企画部長 直近の10年間と申しますと、

平成10年度から平成23年度までになりますが、２兆

8000億円でございます。

○渡久地修委員 一番最初の沖縄振興開発特別措置

法の立法の趣旨、国会で提案理由が説明されていま

すけれども、この趣旨について紹介してもらえます

か。

○謝花喜一郎企画部長 今、条文自体を持ち合わせ

ていませんけれども、沖縄が持つ特殊事情、歴史的

事情、自然的事情、地理的事情、社会的事情、そう

いった特殊事情に基づいて沖縄の振興をやらなけれ

ばならないという趣旨でやっていると。この立法過

程の中で、午前中に玉城委員からもございましたけ

れども、沖縄に対する思いをはせて、当時の山中沖

縄開発長官が贖罪の気持ちという言葉を使って国会

で通したということを承知しております。

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員から部長の解釈では

なく、そのときの立法の趣旨について紹介

するよう指摘があった。）

○山内末子委員長 再開いたします。

謝花喜一郎企画部長。

○謝花喜一郎企画部長 趣旨は、沖縄の特殊事情に

基づいて沖縄の振興を図る必要があるということで

ございます。

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、渡久地委員から立法の趣旨には

沖縄の特殊事情とは書かれていない旨指摘

があり、企画部長は沖縄振興特別措置法の

目的の中に記載されている旨発言した。）

○山内末子委員長 再開いたします。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 国会での提案理由、趣旨説明の中

でどのような説明がなされましたか。

○謝花喜一郎企画部長 少し長くなりますけれども、

これは沖縄振興開発特別措置法の解説の部分ですが、

県民への償いの心を持って事に当たるべきであると

いうようなことが記載されております。

○渡久地修委員 だから、この戦争と27年間の米軍

占領のもとで多くの苦難を与えて、そしてその県民

の苦難に心情をいたして、贖罪、償いの心を持って

当たるというのは基地との引きかえではないのです

よ。ここをはっきりさせないといけない。

それで、先ほどこの10年間で2.8兆円投下されたと

言いましたけれども、この10年間、１人当たり県民

所得、そして今日の県民所得は10年前と比べて現在

幾らですか。

○謝花喜一郎企画部長 まず、１人当たりですが、

現在が202万5000円です。平成13年度が211万5000円
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になっています。

○渡久地修委員 2.8兆円つぎ込まれたけれども、所

得は211万円から202万円に後退したということだけ

れども、次に、年収200万円未満の所得は、10年前と

現在、割合は幾らになりますか。

○高木雄二統計課長 総務省の５年ごとに実施して

いる就業構造基本調査によれば、沖縄県における年

収200万円未満の数は、平成９年が有業者57万9000人

に対して26万4000人で45.6％で、平成24年が65万1000

人に対し33万7000人で51.8％となっております。

○渡久地修委員 200万円未満の数は51％にふえた

と。150万円未満は幾らになりますか。

○高木雄二統計課長 年収150万円未満の数と比率

は、平成９年が有業者57万9000人に対して19万1000

人で33.0％で、平成24年が65万1000人に対し25万人

で38.4％となっております。

○渡久地修委員 100万円未満はどうなっています

か。同じように幾らですか。

○高木雄二統計課長 100万円未満は、平成９年が有

業者57万9000人に対し９万9000人で17.1％、平成24

年が65万1000人に対し13万5000人で20.8％となって

おります。

○渡久地修委員 企画部長、この沖縄振興計画で皆

さん方、一生懸命いろいろなことをやっていますよ

ね。とにかく結構やってきたけれども、復帰から今

日まで10.2兆円、この10年間で2.8兆円つぎ込んでい

るけれども、県民生活はどうなっているかといった

ら、今言った数字だけを見ても所得は減っているし、

200万円未満が51％と半分を超えるところまでという

ことで、逆に悪くなっているようなところもあるわ

けよね。なぜそうなっているのですか。これはきち

んと分析する必要があると思うけれども、皆さんは

どんな分析をやっているのですか。

○謝花喜一郎企画部長 やはりこの県民所得がなか

なか全国最下位を脱しないというのは、それを上回

るぐらいの人口増加があるというのがまず１つ要因

としてあると思いますけれども、もう一つは、これ

まで３次にわたる沖縄振興開発計画では社会資本の

整備を中心としてやらざるを得なかったと。さきの

沖縄振興計画から産業振興という形でやってきて、

今般ようやくそれに少し後半ぐらいからめどがつき

まして、いわゆる国際物流ハブとか、本当の沖縄の

地理的特性も含めたものが芽出しされつつあると

思っております。

確かにこの10年間で10兆円余りの予算がつぎ込ま

れてこれだというのは私も残念な思いはありますが、

これはやはりこれだけ戦後27年間施政権の外にあっ

て社会資本の整備がおくれていた中でこの30年間は

社会資本の整備に力を注がれなかった。10年間とい

うか、三十五、六年ぐらいから産業振興に軸足を移

してやってきて、今ようやくこの40年に入ってきて

いるわけですね。ですから、これからではないかと

思っています。これからこの10年間で本当に沖縄県

がどれだけのものができるかというのをやるために、

今、県は総力を挙げてさまざまな取り組みを行って

いる、そのように理解しているところであります。

○渡久地修委員 後半からはやっといろいろなとこ

ろに手が届くようになったというけれども、この10

年間を見てもさっきのような状況だから、皆さんの

やってきた思いとは別に、きちんとこの数字は示し

ているわけだから分析は必要だと思うのですよ。

それで、私は今まで３つずっと言ってきたんだけ

れども、１つは、これまでもいろいろな学者も指摘

していますけれども、投下された振興予算が本土に

還流しているのではないかという意見がありますよ

ね。半分以上が投下されていたのではないかという

指摘をする学者もいました。私たちもそう思ってい

るのですが、現在、この10年間の２兆円余り、これ

までの10兆円、これが本当に沖縄県内に蓄積される

仕組みになっていたかどうか、今でも大半還流して

いないか、この辺の試算をしていますか。

○謝花喜一郎企画部長 還流しているかどうかとい

う試算は今確認はしていませんけれども、ただ、言

えますのは、県内企業への優先発注の度合いですが、

県の事業は７割、８割の割合で県内企業に優先発注

をしていたと記憶しています。一方で、総合事務局

においては必ずしもそうではなかったということで

あります。やはり総合事務局の行う事業は西海岸道

路等を含めてビッグプロジェクトが多いわけです。

今般の滑走路でもそうですが、そういった中で、や

はり県内企業に十分落ちていなかったのではないか

という懸念は私も持ってはおります。そういった中

でやはり事業を国に任せるのではなくして、県にさ

せていただきたいという話もしているということで

ございます。

○渡久地修委員 この10.2兆円が沖縄域内を還流し

て地元の企業に蓄積されて家計に蓄積されていれば、

今のような年収200万円未満が51％を超えるというこ

とはないと思うのです。もっと所得は上がっていた

はずです。ここを変えないとだめだと思うのですが、

やはりこれからは視点をここに変えないといけない

と思うのですが、どうですか。
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○謝花喜一郎企画部長 いろいろな公共事業で県内

企業に優先発注させるのが重要だと思います。一方

で、やはり地場産業も発展させないといけない。ま

た、市場から遠隔にあるということで、なかなか沖

縄県の製造業等は育っていなかったわけですが、今

後は目を東から西に向けて、アジアに向けて今沖縄

県は国際物流ハブ事業を使って展開しようとしてい

るわけです。そういった一つ一つの沖縄県の強みを

生かした産業を起こすことによって、今、渡久地委

員がおっしゃるような家庭が潤うようなものが目指

していけるのかなとは考えております。

○渡久地修委員 とにかくいかに地元に蓄積させる

かというのを考えないとね。だから、施策も企業誘

致だけではだめだと思う―私は企業誘致はだめとは

言っていないですよ。だけではだめだと思うのです

よ。

それで、地場産業育成、地元企業をどうやって育

てていくかという点で、この前も何度も聞いていま

すけれども、県内の、例えば観光を中心にやってい

ますが、ホテルの資本別割合を500室以上のものを調

べると、外資が34％、県外39％、県内26％、どんど

ん減っているのですよ。県が一生懸命やればやるほ

ど外資とか県外がふえていくわけです。それで、沖

縄に来る観光客の飛行機賃と県内で消費するお金を

合わせると、飛行機賃が約40％向こうに流れるわけ

です。だから、そういう仕組みが今現にあるのよ。

そして、正規雇用の割合が10年前と今どうなって

いるかわかりますか。

正規雇用は一番多かった80.4％から今55.5％、非

正規は今もう44.5％になっているので正規がどんど

ん減っているのだよ。これが皆さん方がやってきた

企業誘致とかいろいろなものの実態ですよ。ここを

真剣に見て、本当に地場産業育成をやらないとだめ

だと思いますけれども、企画部長、もう一度お願い

します。

○謝花喜一郎企画部長 271万円という県民所得を目

指してやるわけですが、やはりリーディング産業、

観光とか情報とか国際物流ハブとかいろいろ考えて

いるわけですが、地場産業がやはり裾野が一番広い

わけですから、そこをしっかり育てないといけない

認識は私自身も持っているつもりでございます。

○渡久地修委員 それから、投下された振興予算が

本土に還流する仕組みを改めて県内に蓄積される仕

組み、そして地場産業、地元企業を育成する。もう

一つは、やはり米軍基地のない沖縄を目指すという

ことですよ。これだけ74％の基地を押しつけられて、

基地があるおかげで沖縄の経済の発展は阻害されて

いると。米軍基地が沖縄経済の発展の阻害要因とい

うことは大体共通の認識になりつつあると思うので

すが、企画部長もそういう認識でよろしいですか。

○謝花喜一郎企画部長 本会議でもそのような答弁

をさせていただいております。

○渡久地修委員 それで、とにかく沖縄の米軍基地

は沖縄経済発展の阻害要因だと。これをなくせばど

うなるかという展望を皆さん方が大いに示していく

という点で、全ての米軍基地をなくしたらどうなる

かということも含めてきちんと試算してほしいので

すが、いかがですか。

○謝花喜一郎企画部長 平成18年につくったものは、

経済効果等は、例えば既に返還した跡地が、既に返

還した那覇新都心並みに、嘉手納より南の６施設が

発展した場合どうなるかという試算を行っておりま

す。今、委員御指摘の全てのものというのは、例え

ば北部訓練場とかいろいろ入ると思います。そこは

土地利用等をどうするか、どうなるかとかいろいろ

難しいものがありますので、これは少し難しいのか

なと思います。

ただ、せっかく県においてはこの６施設の広域構

想というのをつくりました。それぞれテーマといい

ますか、特色あるまちづくりがこの構想には記載さ

れておりますので、これをベースに発展した場合、

どうかというものについては今我々は作業しており

まして、平成26年度の早い段階で公表させていただ

きたいと思っております。

○渡久地修委員 最後に、沖縄は基地があるから一

番お金を国からもらっているという誤解が県民の間

に相当あるのですよ。これを正すためにきちんとやっ

ていただきたい。そのためにこの順位などもきちん

と統一してもらいたいと思うのです。その辺いかが

ですか。

○謝花喜一郎企画部長 そのように心がけたいと思

います。

○山内末子委員長 先ほど渡久地委員から保留した

い旨の発言がありました。要調査事項として取り扱っ

てほしいということですので、本日の調査終了後に

その取り扱いについて確認をいたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 まず、企画部長、交通運輸対策費

ということで、今年度64億円近く上がってきている

のですが、交通運輸対策費の話の前に、那覇空港の

平行滑走路が着工されて５年10カ月ですか、約６年

後には発着回数が13万回から約18万回にふえていく
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ということになるのですが、この中で企画部長とし

て今の那覇空港の状況をどう見ていますか。

○謝花喜一郎企画部長 一言で言うと、滑走路自体

がまず１本では限界だということで２本を強く求め

ていたわけですが、これは何とかできた。ただ、滑

走路がふえますと、今度旅客機もどんどん沖縄に路

線も拡充されるわけです。そうしますと、スポット

の数が絶対数足りなくなるのではないかという懸念

はございます。

○當間盛夫委員 現状、今の１本の滑走路の中でも

国際線が開港したと。国内線の分も駐車場もないぐ

らい今現状的にいっぱいになっているわけです。だ

から、国内線のターミナルの機能自体もこれからど

うするのかという近々の問題になっていると思うの

ですよ。その中で皆さん自衛隊という部分で、知事

のほうも今度自衛隊エリアにというところがあるの

ですが、展望的にはどうですか。私は、もうその問

題は広げていかないと、なかなか厳しいという現状、

陸上自衛隊、航空自衛隊を含めて、今の那覇空港の

施設部分の２倍、３倍近くこの自衛隊の施設がある

わけですからなくせと言っているわけではなくて、

これは防衛上の部分もあるわけですから、整理する

必要はあると思うのです。これだけ航空自衛隊にし

ても陸上自衛隊の部分にしても、訓練地がどう利活

用されているかというところも皆さんよく研究しな

がら、そのことをもっともっと提案していくべきだ

と思うのですが、その辺はどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 今後、国は北側にエリア拡

大と言っているわけですが、それをやったとしても

手狭になるだろうということで、今般、自衛隊エリ

アの最適化という表現で知事が要請したと私も認識

しております。私もかねがね民間空港エリアの拡充

の必要性は経済界の方々からも聞いておりましたの

で、そういったことを踏まえての対応だと思ってお

ります。

ただ、やはり今の県政はいわゆる自衛隊の存在も

認めている県政ですので、直ちにここを出て行けと

いうことはなかなか難しいというのは承知はしてい

るわけですが、さりとて、本会議でも答弁させてい

ただきましたように、民間エリアの倍の空間がある

わけですので、これについては何らかの対応を国に

はぜひ考えていただきたいという思いは私自身持っ

ております。

○當間盛夫委員 それは積極的に県がかかわってこ

ないといけないと思うのです。国土交通省の一般空

港という那覇空港の扱いはあるのでしょうけれども、

突出して羽田に対する予算は大きいわけですよ。きょ

うの日本経済新聞でも地方と海外を結ぶ羽田という

ことであるわけですから、その辺を、我々、那覇空

港は羽田に次いで全国２番目に国内航空ネットワー

クがあるという認識を持つのであれば、アジアに向

かうものは我々那覇空港がネットワークを形成して

いくのだという意気込みを持たないといけないと思

うのですが、どうでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 国際物流ハブ事業というよ

りも、アジアの中心にあるということを民間会社が

着目して展開されたと考えております。今、當間委

員の御指摘のアジアの中心は我々にあるのだという

発想は、我々このハブ事業を展開するときに、21世

紀の万国津梁になるのだという思いでハブ事業を展

開したということがありますので、思いは一つと思っ

ております。

○當間盛夫委員 ぜひこの辺は、７年後には東京オ

リンピックもあるでしょうけれども、やはり我々は

アジアに向かってリーディングである観光産業を担

うためにも空港のものが経済の目安になるとあるわ

けですから、しっかりと空港をどうしていくという

ことを頑張ってもらいたいと思っています。

離島空路確保対策事業というのがあるのですが、

これの実績を教えてもらえますか。航空機の購入費

の実績でいいですよ。

○謝花喜一郎企画部長 これまで航空機は、プロペ

ラ機９名乗りを２機、39名乗りを４機、50名乗りを

１機購入補助を行っております。

○當間盛夫委員 これまで80億円余り補助してきて

いるわけですね。今度５億円近く那覇－粟国路線と

いう部分があるのですが、この那覇－粟国路線とほ

かに２機今回予定していますよね。これはほかにど

こにどう就航というのですか。

○多嘉良斉交通政策課長 午前中にもお答えしまし

たけれども、那覇を拠点とする那覇－粟国、そして

今再開を検討しております石垣を拠点とする石垣－

波照間、石垣－多良間に就航を予定しております。

○當間盛夫委員 多良間とかいろいろな部分があっ

て、もう一つ、沖永良部だとか徳之島のほうにも今

度の新しい機材は行くはずですよ。我々は自分たち

の沖縄県の離島ということも大事な部分があるので

すが、実際には徳之島だとか沖永良部だとか、そう

いった部分の就航もあるわけですから、しっかりと

そのことを取り組んで沖縄、琉球諸島というもう

ちょっと広い見地で物事は考えていったほうがいい

はずでしょうから―離島補助は県単費ですから沖永
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良部だとか徳之島にはつけるわけにはいかないはず

でしょうけれども、しっかりとそのことの対応もお

願いしたいと思います。

ちなみに、今、離島航路の安定支援事業をやられ

ていますよね。ほとんど10割近く補助が出ていく部

分ですが、これだけ補助をする、国と県でやってい

くわけですから、それを船舶もやる、なおかつ離島

住民に対する運賃のコストも12億円やる。本来船舶

の部分を市町村が、以前でしたら大体１億円余りリー

スを組んでやっていたはずです。それがないわけで

すから、もっと運賃が下がっていいはずです。その

辺はどうお考えですか。

○謝花喜一郎企画部長 まさにおっしゃるとおりで、

黒字になった場合は、やはり運賃に転嫁とか、サー

ビスの向上、改善につながる、そのように使われる

べきものだと考えています。

○當間盛夫委員 我々も、これは離島の船舶の部分

で長崎とかもやっているわけだから県もやりなさい

ということで始まった部分だし、何でそうしたかと

いうと、やはり運賃を下げるためにやった事業です。

それをなおかつそういった部分のものを県がまた補

助を12億円出して、全体的にではなくて、住民の皆

さん、高等学校生だったり交流だったりがあるわけ

ですが、定住だとかもっと離島に行く部分があるの

だったら、全般的に運賃は我々が行っても安いとい

う部分に下げないといけないと思うのですが、どう

でしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 まだ移動コスト低減事業は

実際船も含めてできたのは３年目に入るわけですが、

同時期に船舶購入事業もやっているわけです。この

船舶購入事業をやるに際して、まだ離島町村は赤字

なわけです。これが先ほども答弁させていただきま

した黒字に転換した場合どうするんだということに

ついては、今、委員からも御指摘がありましたけれ

ども、議論が必要だろうと思っております。

○當間盛夫委員 ここら辺はしっかりと、やはり離

島の運賃が下がってそこに行きやすくなることが目

的でしょうから、そういったものが達成できるよう

にぜひ頑張ってください。

次に、科学技術振興費になりますが、知的クラス

ター形成事業で２億6000万円があるのですが、皆さ

んが沖縄科学技術大学院大学をやった際の周辺整備

事業というのですか、門前町計画だとか、住居をど

うするのだとかというのがいろいろな出された部分

があるのですが、その辺の計画というのか、予算自

体が全く出てこないのではないかというところがあ

るのですが、その辺はどう認識されていますか。

○金城寛信科学技術振興課長 沖縄科学技術大学院

大学の支援事業としまして、63ページにあるわけで

すが、1616万7000円、その中には周辺整備の検討と

か、あと県民会議の予算が入っております。

○當間盛夫委員 では、この周辺整備事業でこれま

でにやってきたことは何になるのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 これまでやった取り

組みとしましては、教育環境整備としてはＯＩＳＴ

研究指定の受け皿の一つとしてアミークスのイン

ターナショナルスクールを開校したこと、あと医療

環境整備では、英語版の問診票や手差し表等を作成

して主要医療機関へ配付しまして、外国人のみでも

通院しやすい環境を整備しました。また、緊急医療

体制としては、中部病院との連携、119番の英語対応

などの体制を整えました。あと生活支援環境整備で

は、行政申請書類の英語併記版を作成しまして、恩

納村、うるま市、読谷村、沖縄市で活用しておりま

す。また、ＯＩＳＴ研究者の日常生活の支援のため

にウエブを活用した生活支援マップを作成しており

ます。あとは交通基盤の整備としましては、空港リ

ムジンバスの正規ルートとしまして、大学院大学キャ

ンパス、あと恩納の道の駅等が決定しまして、那覇

空港からＯＩＳＴまでの利便性向上を図っておりま

す。あと情報通信基盤整備としましては、恩納村全

域に光ファイバー網を整備しまして、ＯＩＳＴ研究

者や村民が活用している状況であります。

○當間盛夫委員 この周辺整備検討委員会を皆さん

平成23年８月に設置しているのですが、これはそれ

以降何回ぐらい開催されているのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 周辺整備の検討委員

会、あとワーキング会議というのがありまして、平

成23年度は５回やっております。そして平成24年度

は３回実施しております。平成25年度は今月の28日

を予定しております。

○當間盛夫委員 この基本計画の中で住宅整備分野

における事業ということで、開学時にはリゾート戸

数約20戸、地域外で約110戸と、集合住宅で130戸と

なっている。これは住宅環境はどうなっていますか。

○金城寛信科学技術振興課長 ＯＩＳＴの敷地内に

ビレッジゾーンということで学生向けの住宅をつ

くっておりまして、あとは研究者向けの住宅関係も

つくられております。

○當間盛夫委員 これは今民有地だとか、皆さん計

画では恩納村とかを中心にやろうと、谷茶だとかい

ろいろな分がありましたよね。そこの計画は何もな



－246－

いということですか。

○金城寛信科学技術振興課長 この民間施設につき

ましては、不動産関係等の情報を共有しながら、ア

パートとかそういったもののあきとかがあった場合

にはＯＩＳＴに紹介したりとか、そういったネット

ワークをつくっております。

○當間盛夫委員 これは地域を今度知的クラスター

形成をやろうということでやっているわけですよね。

では、今ＯＩＳＴの在籍数を教えてもらえますか。

○金城寛信科学技術振興課長 これは平成25年９月

１日現在の数ですが、代表研究者が46名、研究員と

技術員が244名、事務員が237名、学生が54名の計581

名となっております。

○當間盛夫委員 この事務員という方々はほとんど

地元の方になるのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 そういうことではな

くて、外国人が26名含まれるということになります。

○當間盛夫委員 大半が地元、沖縄の人だけではな

くて、いろいろなところから来ているというところ

が、これは将来的にこの581名という皆さんの計画か

らすると、平成26年度は代表研究者の採用を予定さ

れていないというのがありますよね。将来的にこれ

はどういう人数になっていくのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 将来的には政府も300

ＰＩに向けての検討をしていきたいということであ

りまして、県としましても300ＰＩに向けて要請して

いるところであります。

○當間盛夫委員 将来的に300ＰＩを目指していくと

いうことであるのですが、今回国の予算で198億円に

ついているわけです。この198億円というのはどうい

う流れになっているのですか。

○具志堅清明企画振興統括監 大変恐縮です。内訳

は後でお出しできると思いますが、今記憶している

限りでは、研究設備の整備及び研究拡充のためのＰ

Ｉ、いわゆる教授の採用ではなくて研究者を雇って

いくということと、あと300ＰＩに向けた大学院大学

のこれからのロードマップをつくるというようなさ

まざまな予算が入っております。当初は98億円の残

り100億円については、国の特別枠としての成長戦略

枠を活用して198億円と聞いております。198億円の

詳細につきましては後で資料を提出させていただき

たいと思います。

○當間盛夫委員 これだけ前年度100億円でも運営費

であるというのがすごいなと思うけれども、これに

倍近くそのことが今度のＯＩＳＴに来ているわけで

すから、皆さん、これは内閣府でやっているから我

々は知らんよということであれば、何のためにこの

沖縄に沖縄科学技術大学院大学、皆さんがこれだけ

のものを一生懸命やっているのかというのが全く意

味がわからない。この分の研究でどうあるのだとい

うことの中身を皆さんが知っていないとおかしいの

ではないですか。企画部長。

○謝花喜一郎企画部長 御指摘もごもっともです。

私も今この200億円のものの資料を手元に持ち合わせ

ていないものですから恐縮ですが、200億円について

どのような内訳かというのを実は内部で詳細に内閣

府等に問い合わせをして確認した資料はございます。

この場に誰も持ち合わせていないということで恐縮

ですが、我々は決してこれについて承知していない

とか無関心ということではなくして、これがどのよ

うに扱われるのだというのをしっかり内閣府に照会

して確認していたということで、今正確な情報を御

提供できなくて恐縮ですが、後ほどしっかり御報告

させていただきたいと思っております。

○當間盛夫委員 これはちゃんとやるべきですよ。

研究者が平成26年度にふえるわけではないというも

のもあるわけですから。では、今の代表研究者、46

名の皆さんが平成25年度にどれだけの研究費があっ

たと、それに今度平成26年度でこれだけふえるので

あれば、どのような形でふえて、その皆さんがどの

ような研究をして効果を出していくのだということ

は皆さん把握して当然だと思っておりますので、後

でしっかりと資料を出してください。

○山内末子委員長 大城一馬委員。

○大城一馬委員 まず、ライフサイエンスネットワー

ク形成事業１億2800万円余りの予算が計上されてお

ります。この事業につきまして概要説明を簡略にお

願いしたいと思います。

○金城寛信科学技術振興課長 この事業は、これま

で環境・エネルギーや医療、健康、創薬などのライ

フサイエンス分野の基礎研究を実施し、産業への活

用が期待される研究成果が出てきております。これ

らの成果を産業等へ活用するために、有効成分の特

定や効果確認などさらなる研究が必要であるが、専

門知識や技術、さらに高額費用が必要で、高リスク

であることから、産業化への取り組み促進が難しい

のが現状でありまして、それを支援するためにこの

事業を新規として立ち上げているという状況であり

ます。

○大城一馬委員 具体的にどういったことなのです

か。

○金城寛信科学技術振興課長 具体的に言いますと、
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今、基礎的な研究成果としましては、県内で採取し

た微生物から多剤耐性緑膿菌に有効な化合物を見出

して、これは特許を今出願しております。あと糖尿

病予防とか改善効果、肥満改善効果、脂質異常症の

改善効果がある物質を発見というか、つくりまして、

それをナノ化をしまして、これに対しての特許も今

出されております。そして、県内の汚染土壌から有

機塩素化合物を分解する微生物群の培養に成功し、

これは特許の出願予定であります。あとは県内で採

取した微細藻類から高いオイル生産能力やＥＰＡや

ＤＨＡ等の有効な脂肪酸を生産する微細藻類を発見

しまして、微細藻類によるオイル生産実用化が可能

か今検討している状況であります。そして、食品素

材からウイルス等の感染予防に効果が期待される成

分を特定しているとか、あとは沖縄近海で採取され

た海洋天然物から抗腫瘍活性が期待される複数の物

質も発見しているということで、こういった基礎研

究成果が出ておりますので、そういったものを産業

化までつなげるような手伝いができればという事業

であります。

○大城一馬委員 専門的な用語でその分野は非常に

理解しにくいのですが、要するにこの事業というの

は、この事業の内容を見ますと、県内の大学や企業、

研究機関等にその事業を依頼していろいろ基礎研究、

産業の発展のためにつなげたいということのお話で

すよね。

○金城寛信科学技術振興課長 はい、そうです。

○大城一馬委員 それで、この事業というのは単年

度ですか、それとも複数年度にまたがるのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 予定としては３年を

予定しております。

○大城一馬委員 ３年間かけて基礎研究をそれぞれ

の機関にやっていただくと。そうしますと、特許も

取るという目的のようですが、この事業によって波

及効果、いわゆる費用対効果になりますけれども、

その予測というのは、この研究を３カ年間かけて、

これだけの約４億円ぐらいのお金をかけて研究して、

そしてこの効果はどの程度の予測がありますか。

○具志堅清明企画振興統括監 本事業につきまして

は、先ほど科学技術振興課長から御説明がありまし

たように、実は基礎研究から産業化の間というのは

橋渡しをしなければ、最終的に企業がもうかるとい

う形にならないので、先ほどあったように、これま

での県内のいろいろな微生物の有用性とか、肥満で

あったりとか、汚染土壌をきれいにする微生物とか、

海洋生物、いろいろな基礎研究をやって、これがお

金になりそうなものを持っている人たちが大学、ベ

ンチャーも含めてたくさんいらっしゃるのですが、

それを産業化につなげる次の橋渡しが抜けておりま

して、そこを本事業で３年間で産業化させてお金を

もうけていただくということです。

実はこのライフサイエンスという表現にしたのは、

生命科学ということですが、これは亜熱帯なのでさ

まざまな生物資源がいるので沖縄でしかできないと

いう特徴を持っているのと、あともう一つ、ネット

ワークと書いているのは、実はベンチャーの皆さん

がそれぞれ持っている特許であるとか技術を、でき

ればこの研究の中でベンチャー同士がそれぞれが自

分たちのもうけを囲い込むのではなくて、一緒になっ

て応募の形をとってもうけていただきたいというこ

とで、実はそれぞれのベンチャーの皆さんはなかな

かお金もうけができなくて困っているのですが、そ

れぞれが持っているシーズを、研究内容をネットワー

クで、いわゆるベンチャー同士が両方でお金もうけ

をしようというような形を大学も巻き込んで今回新

しくこういう事業を立ち上げようとしております。

効果でございますけれども、今実は県内には30社

以上のベンチャー企業が、それはいわゆる微生物と

いうか、ライフサイエンスに関連して30社ぐらいの

ベンチャー企業がいらっしゃいます。これは全国で

も３位で、福岡に次いで、九州では２位ぐらいのベ

ンチャーがいらっしゃいますが、やはりそれぞれの

皆さんがもうけるところで非常に御苦労なさってお

ります。それを今回のライフサイエンスネットワー

ク事業で橋渡しをして、３年間で本当に大手企業も

巻き込んでお金を沖縄に呼び込む仕組みをつくって

くださいというのを今回つくり込もうということで

新しくやっております。これまで実はさまざまな基

礎研究で沖縄の特徴のあるものを皆さんベンチャー

がたくさんつくってきましたので、今回これを生か

すための事業だと思っています。

○大城一馬委員 ですから、全国３位に入るぐらい

のベンチャー企業が県内に立地していると。それは

それとしていいのですが、要は県がそれだけの支援

をして投資をして、そしてその結果、県経済を含め

て費用対効果の予測ができているのかどうか。ただ

研究して、はい、それで終わりではないですよね。

当然皆さん方はその効果は予測しながら、これだけ

の県経済に与える実績が予測されていると、だから

こそこれだけ投資すると思っているのですが、そう

いったところはどうですか。

○具志堅清明企画振興統括監 この辺が、大変恐縮
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でございます。我々は、例えばベンチャーの立ち上

げ数であったりとか、そういったものを効果で、今

おっしゃるように投資効果、今の何億円投資して、

それを10倍にする、100倍にするというのが投資効果

だとは思っております。ただ、この基礎研究のとこ

ろは、そこからベンチャーがどれだけ大きくなれる

かというのはなかなか予測がしがたいと思っており

ます。ただ、委員のおっしゃっていることも確かな

ことであると思いますので、今後知的産業クラスター

をつくっていくというところでは、どの分野にどれ

だけ特化すればどれだけの経済効果があるかという

のは検証すべきだと思っておりますので、これは申

しわけございません、今すぐどれぐらいの効果とい

うのは出せませんが、委員のおっしゃっていること

も加味して、効果のはかり方をしっかり我々も検討

してみたいと思います。

○大城一馬委員 ぜひしっかりとした検証をしなが

ら産業発展につなげていただければと思っています。

次に、これも重複しますけれども、バス路線の補

助事業の件ですが、実は公共交通ネットワーク特別

委員会でもこのバス路線を含めてバス支援事業、こ

れは非常に議論をされております。そこで、まず１

つに、今県が取り組もうとしています、いわゆる国

道58号のバスレーンの問題ですが、昨年のたしか９

月定例会で沖縄県警察と企画部長の意見の対立がご

ざいました。これは私も12月の本委員会でも取り上

げたことがあるのですが、調整可能ということがご

ざいました。この件につきましては今どういう協議、

調整がなされているのでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 大変御迷惑、御心配をおか

けして申しわけありませんでした。沖縄県警察とは

その後いろいろ意見交換を行っております。本会議

でもたしか儀間光秀議員からいろいろ御質問をいた

だきました。沖縄県警察がバスレーン延長に対して

問題視している点が３つございます。バスレーン延

長に伴いまして発生する渋滞の緩和策はどうなって

いるのだと。２番目に生活道路への影響です。３番

目に取り締まり体制の補完、この３つの点が我々は

課題として沖縄県警察からその対応策を求められた

ところです。

まず１点目に、このバスレーンの延長に伴う渋滞

ですが、我々は一時期は渋滞は起こるだろうと思っ

ております。ただ、この一時期発生したとしても、

路線バスの定時、速達性が向上して、さらに路線バ

スの利用環境改善は我々は並行してやっております

ので、それによって自家用車利用者から路線バス利

用への転換が図られることによって、将来的にはバ

ス、いわゆる交通渋滞が緩和されるというようなこ

とで理解を求めているところでございます。

２番目に、生活道路への影響についてですが、儀

間議員もこれについて大分おっしゃっておりました

けれども、これにつきましても、バスレーンを回避

する目的で周辺の生活道路が抜け道化する懸念があ

るために、そういった場合にはスクールゾーンの設

置など、通過交通の流入抑制によって、通学路です

とか住環境の安全確保に取り組むと。事実この問題

について浦添市とは既に調整に入っておりまして、

いろいろ議論は行っております。浦添市からも、バ

スレーンの延長については御理解をいただいている

と。その旨、また沖縄県警察にもお伝えしたところ

です。

３番目に補完体制です。要は延長する場合にはい

ろいろ自家用車を誘導するとかちゃんと一定程度啓

発、それから遵守をしないといけない。それに対し

ての対応をどうするのだというのがございましたの

で、これは我々はバスレーンの延長に伴う補完体制

の人件費については企画サイドの事務局で予算化し

て対応させていただくということの説明をさせてい

ただきました。道路の補修等の課題がございます。

勢理客とか牧港とか一部ありますが、それについて

はまた道路管理者と意見交換を行っております。３

者あわせて議論を行って、平成26年度中のバスレー

ンの延長には取り組みたいと考えているところでご

ざいます。

○大城一馬委員 このバスレーンの規制の問題です

が、先ほど玉城義和委員からも指摘がございました。

時間の問題、これは国道58号は午前７時半から午前

９時半までと。確かに指摘どおりだと思っているの

ですよ。実は私もずっと那覇から与那原、国道329号

ですか、このバスレーンの規制時間が午前７時から

午前９時までなのですよね。前回の委員会でも、た

しか沖縄県警察にも質疑しまして、やはり午前８時

半を過ぎるとがらがらなのですよね。ほとんど通勤

時間、通学時間も終わっているところで、30分間も

これだけバス乗車が少ない、ほとんどいないという

中で、しかし、渋滞はずっと続くということでは、

これは改善すべきだなと思っております。そして、

沖縄県警察もこれは時間は改善可能だという答弁が

なされているわけです。ですから、これはぜひ企画

部長、国道58号も含めてしっかりと対応してもらい

たいのです。

○謝花喜一郎企画部長 県のほうではやはり終日バ
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スレーンを目的として確立したいと考えているわけ

ですが、段階的にバスレーンの延長を行う中で、例

えば国道58号でいいますと、西海岸道路の供用開始

によって交通渋滞が緩和されるとかいろいろ議論が

ある中で我々は終日バスレーンというのを考えてい

るわけですが、今、委員からございました、沖縄県

警察サイドで見直しについていろいろ前向きなお話

もあったということです。交通管理者ですとかバス

事業者と意見交換をさせていただいて、今後検討し

てまいりたいと考えております。

○大城一馬委員 やはり今の沖縄県内の交通渋滞の

問題を解消するには何といっても鉄軌道の早期導入

ですよ。どんなに終日バスレーンといっても、これ

は無理な話であって、ますます渋滞が増大するだけ

で、とにかく鉄軌道導入は早期にと思っています。

ここで次に鉄軌道に移りたいと思いますけれども、

いろいろと県もこの件につきましては調査もして、

そして国も調査もしております。実際県と国との案

が調査内容が結構な乖離が出ていますけれども、国

との調整は大丈夫ですか。

○謝花喜一郎企画部長 国はいろいろな課題を今の

時点で出せるものは全て出そうということで計算を

行っております。一方で、県が出しているいわゆる

特例制度、インフラを国で整備してやった場合どう

だというような形の提案については国も試算をして

いただいて、これでやると、県が言うように数年で

黒字になるということも認めていただいたりもして

います。決して国と県は対立しているわけではなく

して、相互にお互いの情報交換等、それからまたイ

ベント等にも出席していろいろ意見交換も行ってお

ります。これからも国と連携して鉄軌道の導入に向

けて取り組んでいきたいと考えております。

○大城一馬委員 この鉄軌道の導入、基幹鉄道とい

うのですか、名護までの縦貫鉄道、これもぜひ実現

してもらいたいのですが、私はいつもよくそれぞれ

の委員会の中でお話しするのは、まず実験路線、モ

デル路線といいましょうか、これを何とかどこかで

現実にできないか。やはり県民はまだまだこの鉄軌

道に対してはなかなか理解度がどうしても必要だと

いう雰囲気が見られないわけです。どんなにシンポ

ジウムをあちこちでぽつんぽつんやっても、ＣＧも

つくってやると言っておりますけれども、やはり実

際ここにあると、こういうことですよ、これが電車

です、鉄軌道ですということをしっかり体験させる

べきではないかなと思っているのです。この件につ

いて那覇市の議会でも特別委員会がつくられて、や

はりこういったモデル路線を立ち上げるのを検討す

べきではないか、導入すべきではないかというよう

な特別委員会でのまとめもあるようですが、そうい

うところの決意というのはどうでしょうか。

○謝花喜一郎企画部長 事業の全体像が見えた段階

で、事業をある意味開業効果の高い箇所から実施す

るとか、そういった先行して整備するということは

私も賛成であります。ただ、残念ながら、まだこの

段階には入っていなくて、今まさしく平成25年度で

駅の数とか駅の場所とか、また複数のルート案をよ

うやく平成25年度中で調査を行ったところです。こ

れから県の考えについていろいろ整理してＰＩの報

告書などをやって、県民の皆様はやはり鉄軌道に乗っ

たことがないお子さんとか親御さんも結構県民の中

にいらっしゃると思います。そういった方々にはや

はりイメージを抱いていただくというのは大事だと

思いますので、そこでＣＧをつくってまちづくりの

イメージに資する、ここにこういった駅ができて、

ここに鉄軌道が通るとこういった町になるのだとい

うことがわかるようなＣＧはぜひつくってみたいと

思います。そういったものを通して２年間かけてしっ

かりと県民のコンセンサスを得て、またさまざまな

意見をいただいてやると。平成31年着工というのを

我々は大きな目標に据えておりますけれども、その

暁にどこからするかというのはやはり施策効果の高

いところからやるというような段階になるのかなと

思っております。

○大城一馬委員 これはあくまでも縦貫鉄道の話で

あって、私はいつも路面電車という話をしますけれ

ども、例えばモノレール駅とまずつないでみるとい

うことも一案ではなかろうかなと思っているのです

よ。やはりこれはあくまでも鉄軌道というのは交通

移動手段ではなくて、まさに企画部長がおっしゃる

ようにまちづくり、そして人が町に出て行く。私ど

もは委員会でも本土の先進、広島とかに行って、そ

してまたフランスのストラスブールに行って、やは

り非常に町全体が変わってくると。町全体が変わっ

てくるということが立証されているわけです。お年

寄りも町に出て行く、障害を持っている方々も町に

出て行く、にぎわう、町が発展する、鉄軌道があれ

ばバスもまた連結する、バス会社も全てが潤うと、

経済効果、社会効果が非常にうまく回っていくわけ

です。

ですから、私は、まずは県民に周知する、見せる、

先ほどから申し上げますが、こういうものだよとい

うことで先行的に、やはり与那原あるいはおもろま
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ちあたりもいろいろとコースはあるようです。そう

いったものも含めて総合的に判断して、ぜひ先行的

な路面電車、モデル路線をしっかりやっていくべき

だと思いますけれども、どうですか。

○謝花喜一郎企画部長 平成25年度の事業で骨格軸

と結ぶフィーダー網についても実は複数案、今我々

は検討しております。それについても御提示できる

と思っています。その際に余り我が町にないと言わ

れないように気をつけなければと思っていますが、

先ほど来申し上げたように、全体像をしっかり見て

いただいて、それをイメージできるような作業をし

ていただいて、県民が一つになってこの鉄軌道を何

とか実現したいなというところでございます。

○山内末子委員長 休憩いたします。

午後３時38分休憩

午後３時59分再開

○山内末子委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

新垣良俊委員。

○新垣良俊委員 企画部の離島関係の事業といいま

すか、離島住民の生活の安定、離島の定住条件の整

備等、それから産業の発展ということで、離島の関

連事業はたくさんあるのですが、企画部は９事業あ

りますか、この事業を通して、企画部長、現状はど

のように見ていますか。

○謝花喜一郎企画部長 まず、今、委員からありま

したように、離島の定住条件の整備というのはやは

り重要であります。そのためには移動コスト、生活

コストは低減しないといけないだろうと。その移動

コスト低減のためにはまた船舶購入等もやらないと

いけません、航空機の路線確保のための支援も行わ

ないといけないと考えております。

また、生活に関連するものでは、石油製品の輸送

補助事業等も重要でありますし、また、人材育成の

観点から体験交流、地域の活性化のためにも体験交

流事業も重要であると考えております。あわせまし

て、情報格差をなくすためには情報通信インフラの

整備も重要ということで、今般、那覇から久米島、

そして与那国をループ状に結ぶという90億円余りの

事業も我々は手がけているところであります。全て

において欠かすことのできない事業だと考えており

ます。

○新垣良俊委員 今たくさんの事業ということで、

離島の産業の発展、それから離島の定住要件の整備

ということでやっておりますが、現実には離島の人

口減がとまらないというのが現状であるのですが、

この離島関係、事業的には予算もたくさんあるので

すが、人口の減少がとまらない。それについては、

企画部長、今どのように見ていますか。

○謝花喜一郎企画部長 やはり切実な問題だと考え

ております。島々によって構成は若干違うのですが、

いろいろ見てみますと、間違いなく石垣を除く離島

は減少しております。大東が若干労働者の移住など

でふえたりもしますけれども、全体的には減少になっ

ております。この大きな要因は、宮古も減っていま

すけれども、移動コストとか生活コストが負担とい

う気はいたしております。特にまた、高等学校とか

基幹病院のない小規模離島においては、やはり産業

もまだ十分育っていない部分もあるのでしょう。高

等学校を卒業した後、当然その時点でもう減るわけ

ですが、なかなか一旦出た子供たちが戻ってもらえ

ないというような課題があるとも認識しております。

それからまた、なかなか若い女性が島に戻らない

ということでどんどん独身の男性が年をとっていか

れて、それがまた人口減につながっている離島もあ

るのも承知しております。さまざまな要因はいろい

ろありますけれども、この離島の問題は、これまで40

年間十分手をつけてこれなかった部分も私は十分反

省した上で、今回沖縄振興一括交付金を活用してフ

ルでいろいろな事業を仕掛けているというのが実情

です。これからおくればせながら、しっかりと離島

の振興はさまざまな分野で手がけていって、離島の

人口減に歯どめをかけ、できればまた伸ばしていき

たい、そのように考えております。

○新垣良俊委員 離島の定住条件の整備という意味

で、企画部ですから計画を立案する部署と言っても

いいと思うのですが、前島委員から話がありました

ように、定住するには、若い人の仕事場の確保とか、

結婚をしておうちをつくる、その話もあったのです

が、婚活事業というのがありますよね。これは久米

島で１回やっているのをテレビで見たのですが、そ

れについては、こういう婚活事業を県で事業化する

というのはどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 先ほど何が大事かという話

の中で出会いが大事だというお話をしました。その

出会いのためにはやはり婚活というのが一つ今、他

の都道府県、また町村でも実は自治体主催で行われ

ているということを承知しております。こういった

ものも我々は視野に入れて事業化を検討してみたい

なと考えております。

○新垣良俊委員 それで、これも今言っている沖縄

振興一括交付金の活用でできるのではないかと思う



－251－

のですが、これは別の県でもあったのですが、若い

人が結婚しておうちをつくる場合の住宅資金の利子

の補給をやっている県もあったのですが、それにつ

いてはどのように考えていますか。

○謝花喜一郎企画部長 実は今年度いっぱいで離島

人口増加計画を仕上げる予定です。これから各部局

においてそれぞれとり得る手段をどんどん提案して

いくことになると思いますけれども、今、委員から

の提案のものについても一つの施策として検討して

みたいと思っております。

○新垣良俊委員 離島関連の中でですが、これは説

明書の17ページの37ですね。沖縄離島体験交流促進

事業についてでありますが、離島と本島の地域間交

流の促進により離島の重要性、それから特殊性及び

魅力に対する認識が深まり、離島地域の活性化が図

られているとなっているのですが、新年度は予算も

多くなっていますよね。１億7900万円、前回よりは

約5400万円の増になっているのですが、これの派遣

校、児童数というのですか、これは前年度よりは多

くなっているということですか。

○田中克尚地域・離島課長 今、委員御指摘のよう

に、派遣校、派遣人数もふやしていく予定でござい

ます。

○新垣良俊委員 これは派遣校は何校で、派遣児童

生徒数というのは何名ですか。予定、大体でいいで

す。

○田中克尚地域・離島課長 今まさに来年度のカリ

キュラムとの関係もありまして、派遣を希望してい

る学校と派遣の日程も含めて、派遣する島を含めて

調整しておりまして、その中でいけば、今、平成26

年については、小学校については49、中学校が３、

人数でいくと3500名ほどになると思っております。

○新垣良俊委員 これは平成25年度の実績は何校で

何名だったのですか。

○田中克尚地域・離島課長 平成25年度の実績につ

きましては、派遣校が小学校が41、中学校が３、人

数については3078名となっています。

○新垣良俊委員 では、もう一つは、この離島関係

の事業で企画部で９事業ありますよね。いろいろあ

るのですが、これは年度内で予算が成立しないと、

離島の住民に支障といいますか、マイナスになる事

業はどういうのがありますか。

○謝花喜一郎企画部長 基本的にはほとんど全て影

響があると思っていただいて結構だと思います。

○新垣良俊委員 では、もう一つ、離島航路運航安

定化支援事業についてですが、これは離島航路の確

保、維持を図るための船舶建造というお話があった

のですが、購入費ですか、補助に要するというので

すか、これは當間委員からあったのですが、これは

補助は飛行機だけではないですよね。船舶もそうで

すよね。

○謝花喜一郎企画部長 離島航路運航安定化支援事

業の御質疑だと思いますが、これは航路ですので船

舶の購入、また建造の支援でございます。

○新垣良俊委員 これは今回は22億8800万円余に

なっていますが、費用区分というのはどうなのです

か、国が幾らということですか。補助分は幾らにな

りますか。

○多嘉良斉交通政策課長 補助率が80％になってお

ります。

○新垣良俊委員 国が80％ですか。

○多嘉良斉交通政策課長 はい、国が80％でござい

ます。沖縄振興一括交付金を活用している事業となっ

ておりまして、国が８割となっております。

○新垣良俊委員 残りは県ということですか。

○多嘉良斉交通政策課長 はい、県でございます。

○新垣良俊委員 次は、沖縄振興特別推進交付金、

市町村分についてですが、この市町村が実施できな

かったものが、平成24年度から始まって今回新年度

で３年目に入るのですが、交付金により実施できる

ようになったものはどのような事業がありますか。

○謝花喜一郎企画部長 実にさまざまな分野であり

ます。少し例を挙げさせていただきますと、座間味

村におきましては高齢者介護福祉サービスを提供す

る施設がなかったわけですが、この交付金を活用し

まして社会福祉サービスの拠点となる多機能施設の

整備の支援を行っております。これによって24時間

切れ目のない介護サービスが可能となっていると。

与那国町におきましては、ウエブ会議システムを活

用して、東京の現役東大生と与那国の子供たちが双

方向で授業を実施しているということです。あと防

災面におきましても、東日本大震災を教訓といたし

まして多くの市町村でも避難タワーを設置しており

ます。また、食料等の備蓄など防災のための装備も

行っているということです。それ以外にもほとんど

の小中学校で学習支援員等の配置を行うとか、認可

外保育施設への支援とか、離島におきます公立保育

所の設置、また海砂使用の校舎の危険性除去など幅

広く利用されております。

○新垣良俊委員 ここの中で成果の上がった事業が

あると思うのですが、これはどのようなものがあり

ますか。
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○謝花喜一郎企画部長 例えば雇用関係とか人材育

成の観点から言いますと、金型技術者養成のための

カリキュラムを、研修会というのをこれまで開催さ

れたことがなかったわけですが、これをある市町村

で実施しましたところ、59名の応募があったという

ことです。このうち５名がいわゆる求職中の５名だっ

たわけですが、この５名は就職が決まったというこ

とです。それから那覇市のコンビニにＡＥＤステー

ションの設置を行いまして安全安心に取り組んだと。

たまたまですが、心肺停止の状態で倒れていた男性

がそのＡＥＤによって救命につながったとか、乳幼

児保育の充実を目的として認可保育所の３園に看護

師を配置したとか、実にいろいろなものが行われて

成果も出ていると考えております。

○新垣良俊委員 市町村事業は1000を超えると言わ

れているのですが、県がどのようなサポートをして

いるかを少し聞きたいのですが。

○謝花喜一郎企画部長 平成24年度の実施のときに

は市町村課の職員を企画部内でいろいろ動員して対

応していたわけですが、平成25年度から班体制をしっ

かり立ち上げました。具体的に申し上げますと、推

進交付金支援班を設置しまして、副参事を筆頭に９

名の専任体制で41市町村をそれぞれ複数の市町村を

受け持ってきちんときめ細かな助言、指導を行うと

いうことです。１人当たりおよそ150余りの事業を企

画、立案から執行、事後評価に至るまできめ細かく

助言などを行ったということです。また、各職員は

担当する市町村に年間最低でも３回は必ず行くよう

にということで、現場に行きまして、事業執行状況

の確認とか調査を行うとか、また会計検査もありま

すので、この会計検査に向けた説明会とか検査後の

留意点の報告説明会なども実施していて、可能な限

り指摘を受けないような形の体制も整えているとい

うことでございます。このようにさまざまな形で助

言指導体制は整えているということでございます。

○新垣良俊委員 企画部長が今会計検査のバック

アップといいますか、会計検査があるから事業をし

ないという市町村もあるという話を聞いていますの

で、ぜひ市町村のサポートをよろしくお願い申し上

げたいと思います。

それから、２カ年を経過しているのですが、市町

村の事業に当たり、どのような課題があって、県は

どのように対応していく考えなのか、それをお教え

ください。

○謝花喜一郎企画部長 やはり平成24年度は年度当

初ということもあって執行率が悪かったというのが

あります。我々はまず執行率の向上というのをしっ

かりやらなければならないということで考えており

ます。そういったことで平成25年度の交付決定を早

目にということで取り組んだわけですが、平成24年

度４月時点では内諾が140億円ということで303億円

の半分にも満たなかったわけですが、平成25年度は

７月の時点では284億円交付決定をされている、284

億円余りの事業が既に交付決定を受けたということ

です。こういった流れでいきますと、恐らく繰り越

し等も大幅に圧縮されるものと期待しております。

あわせまして、この交付金事業、執行率の向上だけ

ではなくして、やはりこれがいかにして市町村の振

興、ひいては沖縄県全体の振興、発展につながった

かということの検証も重要だと考えておりますので、

我々は平成27年度には包括的な検証を行おうという

ことで今考えているところでございます。

○新垣良俊委員 ぜひ市町村とタイアップしながら

この沖縄振興特別推進交付金を消化できるように頑

張ってほしいと思います。

それから、15ページの、少し前に行くのですが、

知的クラスター形成に向けた研究拠点構築事業につ

いてですが、これは平成22年度から始まっている事

業だと思うのですが、知的クラスターの形成に向け

た共同研究施設の管理運営及び共同研究を行うため

の経費ということになっているのですが、これをも

う少し説明してもらえますか。

○金城寛信科学技術振興課長 これには３つの事業

がありまして、オープンリサーチセンターの管理運

営と共同研究、そして情報発信という３つの事業で

成り立っております。

○新垣良俊委員 クラスターというのはよく聞くの

ですが、このクラスターというのはどういうもので

すか。

○金城寛信科学技術振興課長 例えばブドウの房の

ようなものが集まる様子ということなのですが、学

術的に言いますと、アメリカの経済学者のハーバー

ド大学の先生が、クラスターとは、特定分野に属し、

相互に関連した企業と機関から成る地域的に接近し

た集団である、そういう定義をしております。

○新垣良俊委員 難しいことを言われたが、房が集

まったという考えでいいかなと思うのですが。

この共同研究とあるのですが、どういう分野を研

究しているのですか。例えば薬草とか健康食品の説

明があったのですが、どういう分野を研究している

のかどうか。

○金城寛信科学技術振興課長 平成22年度からこの
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事業をやっておりまして、研究テーマとしては４つ

の分野があります。１つが沖縄生物資源の活用促進

に向けた研究基盤の構築ということで、これは平成24

年度で終了しています。そして２つ目が生物生産資

源を活用したオンサイト環境浄化及びオイル等の高

付加価値の生産物に関する研究開発、これは平成25

年、ことしまでということになります。次に、健康

・長寿改善の技術開発のための有効成分の経皮吸収

等の新手法を利用したメタボロミックな基礎的な研

究、これは平成25年度までです。そしてもう一つが、

これは平成26年度まで続く研究ですが、沖縄の生物

資源とネットワークを活用した医薬品の探索研究と

いうのをやっているということでございます。

○新垣良俊委員 これは平成22年度から新年度の平

成26年度で終了ということになるのですか。

○金城寛信科学技術振興課長 そういうことになり

ます。

○新垣良俊委員 これは平成22年度から平成26年度

までの総事業費は幾らぐらいかけていますか。

○金城寛信科学技術振興課長 ざっとですが、20億

円近くかかっております。

○新垣良俊委員 最後になりますが、この知的クラ

スター形成に向けた研究拠点構築事業とかいろいろ

な事業があるのですが、ぜひとも付加価値の高い新

産業の創出につながるように、予算を出しっ放しで

はございません。成果が上がるように、その成果は

どういうものがあるんだということをぜひ県民に示

してほしいと思います。これは要望ですからいいで

す。

○山内末子委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 企画部関係について質疑を行いま

す。

まず、企画部長、消費増税ですが、ことし４月か

らいよいよ実施予定の消費税率３％が増税というこ

とになりますけれども、その増税による本県の経済

に与える影響あるいは対応に向けて企画部長の考え

方をお聞きしたいと思います。

○謝花喜一郎企画部長 まず影響ですが、子ども・

子育て支援の充実とか、そういった社会保障の安定

化によるプラスの面に使うということがありますの

で、そういったところへのプラスの面が考えられま

す。やはり今多くの国民が気にしておりますのは、

低所得者の経済的負担増ですとか中小企業における

コスト増、税率引き上げ前の駆け込み需要の反動減

による消費の落ち込み、そういったものが懸念され

ております。こういったものへの対応策として、政

府は好循環実現のための経済対策に対応します５兆

円規模の補正予算を編成しております。例えば、社

会資本の老朽化対策のための公共事業ですとか、低

所得者子育て世帯への給付措置、中小企業への資金

繰りの支援などを実行するとしています。県としま

しては、政府と連携いたしまして、経済対策の効果

が速やかに発現するよう適切に対応してまいりたい

と考えております。

○仲田弘毅委員 メディアの調査によりますと、駆

け込み需要による随分大きな効果もあらわれておる

わけですが、しかし、残念ながら、その駆け込みが

終わった段階で経済がある程度定着したときの目減

りというか、そういったものも懸念されるわけです

が、企画部長、その点についてはどうですか。

○謝花喜一郎企画部長 前回５％の引き上げのとき

も同様な影響が出たと認識しています。そういった

ものへの対応のために、先ほどの繰り返しになりま

すけれども、政府において５兆円規模の景気の好循

環のために施策をやっておりますので、これを充実

させることが重要だろうと考えております。

○仲田弘毅委員 消費税はこの２点です。企画部長、

県を含めて北部市町村会から高速道路の料金につい

ての要請、要望があったと思うのですが、その点に

ついてはどうなったか、結果はもう出ているのでしょ

うか。

○多嘉良斉交通政策課長 現行の料金割引につきま

しては、平成17年の日本道路公団民営化前後に導入

した制度と、平成20年のリーマンショックなどによ

る景気低迷に対する緊急経済対策として導入した制

度で構成されてございます。このうち緊急経済対策

の実施のために確保している財源が今年度末に終了

すると、そのために料金割引制度を縮小せざるを得

ない状況となりまして、昨年度の12月20日に国土交

通省は、料金割引を整理し、高速道路の料金全体を

再編する方針、新たな高速道路料金に関する基本方

針を示したところでございます。仮にこの基本方針

が沖縄自動車道に適用されますと、現行の現金車及

びＥＴＣ車の全車、あと終日に適用されていた沖縄

道特別割引、約3.5割引きですが、それが廃止されま

して、特に現金車におかれましては正規料金へ大幅

な値上げとなり、県民生活及び県経済に影響が生じ

るという状況でございます。また、大幅な料金の値

上げによる自動車道利用者の減少によりまして一般

道路の渋滞も懸念されると。そういった中で、鉄道

のない沖縄におきまして沖縄自動車道は唯一の高速

移動手段であり、県民及び観光客の定速性を確保す
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るとともに、北部地域の振興に大きな役割を果たし

ているということに鑑みまして、県においてはこと

しの１月21日、また北部市町村会においては、３月

７日に国土交通省及び西日本高速道路株式会社を訪

問しまして、全国的な料金体系から独立した独自の

料金体制、設定、割引による現金の料金水準の維持

について要請を行ったところでございます。実は本

日、西日本高速道路株式会社から高速道路の料金見

直しについての公表がなされたところでございます。

沖縄自動車道につきましては、沖縄道特別割引が平

成28年度までの３年間延長されることが示されてお

ります。結果、那覇―許田間が現行1000円でござい

ますけれども、消費増税分が加算されまして、那覇

－許田間が1020円ということで公表されております。

○仲田弘毅委員 企画部長、これは消費増税３％アッ

プ、その中で料金の割引が停止、廃止になるという

ことは、沖縄県民に、特に北部市町村会の各市町村

においては大きなダメージになるということですが、

きょうの答弁について大変明るいニュースだなと考

えています。

次に、歳出、事項別内訳、資料の46ページであり

ますが、公共交通利用環境改善事業についてという

ことで、この事業は、歳出予算の事項別内訳資料に

よりますと、９つの項目に交通運輸対策費、これは

トータルで63億9600万円余りの予算が組まれており

ますけれども、その中の21億7100万円余りの予算、

これは大きな額ですが、その概要について御説明を

お願いします。

○多嘉良斉交通政策課長 公共交通利用環境改善事

業の概要について御説明したいと思います。沖縄県

は、急激な自動車利用の拡大とバス利用者の減少に

より極めて高い自動車依存型社会が形成され、交通

渋滞が日常化されております。交通渋滞の緩和につ

きましては公共交通利用への転換が重要であること

から、県では、国道58号を中心とする那覇市から沖

縄市までの区間に、定時、速達性が高く、多頻度で

運行する基幹バスシステムを平成29年度に導入する

ことといたしております。同システムの導入に向け

ては、１つ目に国道58号におけるバスレーンを段階

的に延長、２つ目に運賃精算の手間を軽減するＩＣ

乗車券システム、３つ目に乗りおりのしやすいノン

ステップバスの導入、４つ目にバス停のグレードアッ

プ等、路線バスの利用環境を改善する各種事業に取

り組んでおります。平成26年度の主な取り組みとい

たしましては、ＩＣ乗車券システムの導入補助を今

年度に引き続き実施いたします。また、現在、平成26

年10月からのモノレールでの先行サービス開始、平

成27年４月からのバス及びモノレールでの本格運用

開始を目指しシステム開発を行っております。また、

外国人観光客が気軽に路線バスを利用できますよう

に、大型のバス停標識やフルカラー閃光電光表示器

等の設置に対しての補助を平成26年度から実施いた

したいと考えております。そのほか、平成26年度中

に実施を予定しています国道58号のバスレーン延長

に当たりまして、延長箇所においてバスレーン遵守

の協力をお願いするサポーターの配置とともに、バ

スレーン延長の周知や路線バス利用促進の啓発を行

う広報活動についても今年度に引き続き実施してま

いります。これら各種施策の実施によりまして、沖

縄21世紀ビジョン基本計画に掲げます人間優先のま

ちづくり、世界水準の観光リゾート地の形成、低炭

素社会の実現を図ってまいりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 このバス専用レーンを含めて、バ

ス離れというか、その大きな要因、定時定速で利用

できないとかいろいろな理由が言われておりますけ

れども、担当部局としてどうしてこれだけバス離れ

が起こったのかという理由についてはどのように受

けとめていらっしゃいますか。

○謝花喜一郎企画部長 やはり定時定速ではないと

いう部分もあったと。私も高等学校時代からずっと

バス通学をしていましたけれども、あの当時に頻繁

に行われたバスストがございました。結構あの当時

のバスストというのは１週間続くのが当然だったわ

けです。そういったところでだんだん県民はバスか

ら自家用車へと移行が加速して、これが１年で終わ

ればいいのですが、毎年毎年同じ年中行事のような

形でなされていた。こういったのが大きな原因になっ

たと実は思っております。

一方でまた、交通渋滞がどんどんひどくなると、

ますますバスから離れるというマイナスのスパイラ

ルに陥ってしまったということが要因だと思います。

そういったものを克服するために、今、交通政策課

長から御説明がありました、バスをもっと使いやす

くするということで「わった～バス党」なるものも

実は事業として取り上げて、徐々にではありますけ

れども、バスの利用者が三十何万人にここ数年ふえ

てきております。我々はこれを一つ契機として公共

交通への利用喚起に力を入れてまいりたいと考えて

おります。

○仲田弘毅委員 本県は40の都道府県の中の唯一の

島嶼県ということで、鉄軌道の恩恵をほとんど受け

ていない。那覇市内はモノレールという一つの定時
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と定速の文明の利器というか、大変すばらしいもの

ができているわけですが、その那覇市以外の残りの

各市町村においては、このバスの利用率というのは、

よほど高めて、車社会の中でも交通弱者というか、

車の免許が持てない、車が持てない、こういったお

年寄り等も含めてバスの交通機関の公共性というの

は大きいものがあると思うのです。ですから、そう

いったものでぜひしっかりとした定時定速により近

いようなシステムを構築していただきたいと思いま

す。

交通政策課長、その推進によって、例えばこれだ

けは絶対に成果が上がるというものがありますで

しょうか。

○多嘉良斉交通政策課長 先ほど企画部長からも答

弁がございましたように、これまで右肩下がりでバ

スの利用者が減少していた中で、昨年の上半期には36

万人の増加が見込まれたということは、私どもが進

めています広報活動でありますとか、さらにノンス

テップバス、最近国道58号を中心にかなり目立つよ

うになってきたとは思うのですが、かなりの方から

の好評を得ております。さらに、最近、バス通勤を

したことによりましてかなり健康的になったと、持

病があったのが解消したという意見も私どもに寄せ

られております。そういうことから、やはりバスを

利用して、公共交通を利用して、渋滞緩和でありま

すとか低炭素社会でありますとか、そういったこと

を実現していく、だんだんそういう意識が少しずつ

変わっているなと。ただ、自動車に関しての利便性

は物すごく強いものがありまして、そういう自動車

離れというのは非常にハードルは高いと思いますけ

れども、いろいろな施策を展開していって自動車か

ら公共交通への転換を図っていきたいと考えており

ます。

○仲田弘毅委員 その事業の推進によってある程度

成果も期待できるということですが、成果ができる

という裏にはある程度課題もあるかと思うのですよ。

その課題に対して、これからの課題、今ある課題を

含めて県の取り組みとして課題をどういったものだ

と考えていらっしゃいますか。

○謝花喜一郎企画部長 実にさまざまな課題があり

ます。例えばバス停１つとっても、強い日差しを遮

るものがないとか風雨をしのげないとか、それから

バス停の時刻表も破れている、わかりづらい。バス

の路線も、何度も答弁していますが、複雑でわかり

づらい、こういったさまざまなものがあります。こ

れを一つ一つ改善しないといけないと思っておりま

す。

また、交通弱者、お年寄りの方とか障害のある方

が今の２段ステップバスでは乗りおりしにくいとい

うのが、これは年次的にこの５年間で、ノンステッ

プバスを200台導入するという形で普及しつつあるの

ですが、これについては好評なわけですが、あとは、

定期券を持っている方はいいわけですが、定期券を

持っていない方がコインとか千円札とかでやると、

この両がえに時間がかかるわけです。それでいらい

らしたりする。それを解消するためにＩＣ乗車券カー

ドをつくるというような話で、我々が現在行おうと

しているものは、さまざまな課題を一つ一つ取り上

げて、それを解決するための事業だと考えておりま

す。また、それで全て網羅されるものではないと思っ

ていますので、いろいろな協議会がありますので、

いろいろな意見を取り入れて対応策を検討していき

たいと考えております。

○仲田弘毅委員 私自身がうるま市ですが、ほとん

ど乗ったことがないバスに乗りまして、料金支払い

のときにみんなに笑われたことがあります。しかも

五千円札を両がえ機に入れて、ちゃんと確認してか

ら入れてくださいと言われて赤っ恥をかいたことが

あるのですが、やはりこのようにみんなに啓蒙して

啓発して、今の「わった～バス党」みたいにテレビ

のコマーシャルでも出るような啓蒙啓発もまたこれ

からの大きな役目だと、一つの課題だと思うのです

が、よろしくお願いしたいと思います。

次に、特定駐留軍用地内土地取得事業、これは渡

久地委員からも質疑がありましたけれども、質疑内

容を少し変えました。平成26年度の当初予算案説明

資料14ページにあります。まず、この事業は平成24

年４月から施行された沖縄県における駐留軍用地跡

地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法

を受けての実施であります。この跡地利用推進法に

ついて、まず企画部長から御説明をお願いしたいと

思います。

○謝花喜一郎企画部長 これは、平成24年３月末で

期限切れを迎える沖縄県における駐留軍用地の返還

に伴う特別措置に関する法律がございました。それ

と、大規模跡地、これは普天間飛行場を想定してで

すが、大規模跡地についての規定が沖縄振興特別措

置法の第７章にあったわけです。跡地利用に関する

法律が２つにまず分かれていたわけです。そういっ

た中で、ＳＡＣＯで最終合意された嘉手納より南の

６施設の返還というのが出ているわけですが、駐留

軍用地の跡地利用、中南部に116万のいわゆる政令市
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に匹敵するような地域にこれだけ広大な1000から

1500ヘクタールの駐留軍用地があると。これは大き

な阻害要因になっているわけですが、これが返還さ

れた場合に大きなポテンシャルを持つと。ただ、こ

れまで返還される跡地、新都心とかいろいろありま

すけれども、そういったものを見た場合に実にさま

ざまな課題がある。例えば北谷、桑江のほうでは、

残念ながら今でも続いているわけですが、返還され

た後、跡利用、作業をやろうとした途端にいわゆる

汚染物質等が見つかる。これは原状回復が徹底され

ていないことに起因するわけでございます。

それから、地権者にとってみれば給付金の支給の

問題がいろいろあって、例えば返還から実際には４

年半ぐらいで給付金の支給がある。ところが、跡地

の利用というのは10年以上かかるわけです。そういっ

たところで安心して地権者が返還に応じることがで

きないという課題もあったわけです。

また、一番新都心で大きな課題になったのは、公

共用地の先行取得がなかなか進まなかったと。その

ためにこれを確保するための調整に相当の時間がか

かって、最終的には20年以上の年月を要したという

ことだったのです。我々はそういったさまざまな課

題を一つ一つ軍用地主の方々とか市町村の方々とか

意見交換を行いました。また、弁護士の方とも意見

交換を行って、要綱をつくって、今の軍用地利用推

進法、今まで促進だったのですが、推進法というこ

とで国の積極的な姿勢を示すような名称にしていた

だいて法律ができた、そういう経緯がございます。

○仲田弘毅委員 もちろんこの跡地利用推進法は、

当時の自民党、これは民主党政権でしたから、その

当時の自民党を中心に野党共同で沖縄県知事仲井眞

知事を中心に各市町村の重立った要望を全面的に取

り入れて創設された駐留軍用地の先行取得という制

度であって、大変画期的な制度だと考えております。

これは先ほど企画部長から答弁がありましたように、

返還されても、本当に跡地利用に向かうまでに随分

期間がかかった。特に那覇市の新都心の跡地利用が

返還されてから20年近くもおくれた。その大きな要

因としては何が挙げられますか。

○謝花喜一郎企画部長 先ほど答弁しましたように、

やはり公共用地の先行取得ができなかったというこ

と、これの地権者の合意形成がそのためになかなか

進まなかったということがございます。

○仲田弘毅委員 国土の0.6％しかない本県に米軍専

用施設が74％も存在している。その中において、や

はり本土と常に比較されることがあるのですが、沖

縄県の米軍専用施設の返還、その用地と本土の米軍

施設の大きく異なる点というのは特徴は何ですか。

○謝花喜一郎企画部長 やはり何といっても民有地

の割合だと思います。本土の駐留軍用地というのは

公有地につくられているわけですが、沖縄県の場合

はいわゆる銃剣とブルドーザーでされた土地だとい

うことで、やはり民有地が多く占めているというこ

とです。普天間飛行場においては９割以上が民有地

だということで、これが一番大きな違いだろうと考

えております。

○仲田弘毅委員 中身からいいますと、軍用地主の

皆さんが随分ふえてきたと言われているのですが、

その実態はどうですか。

○下地正之企画調整課跡地対策監 普天間飛行場を

例にとりますと、平成８年にＳＡＣＯで返還が合意

された当時ですが、約2400人だった地権者が平成24

年にはもう3400人と年々増加しているわけです。ま

た、県外、国外への地権者の増加傾向もありまして、

地権者がふえていくということは、跡地を円滑に推

進するための合意形成が課題となってくることもあ

りますので、そういった課題に対応するためにも、

返還前の早い段階から公共用地を取得する必要があ

ると考えております。

○仲田弘毅委員 平成25年度の先行取得の実績をお

聞きしたかったのですが、これは渡久地委員へ答弁

しましたので。平成26年度の当初予算で増額になっ

ていますよね。その増額になった上で平成26年度に

向けての先行取得、どれぐらいの土地を予定してい

らっしゃいますか。

○下地正之企画調整課跡地対策監 県の平成26年度

予算につきましては、平成25年度から継続協議となっ

た案件も含めて平成25年度以上の土地取得を目指し

たいと考えております。当初予算で昨年度比約3.5億

円増額となる約15億円計上し、普天間飛行場内の土

地約3.5ヘクタールを買い取る予定であります。

○仲田弘毅委員 この返還地の跡地利用に向けては、

やはりこれまでのいろいろな反省材料を含めて那覇

の新都心、このおもろまちの再開発が随分おくれた

と、その計画性の問題も、あるいはロードマップの

問題もあるかと思うのですが、やはり計画性と早い

段階からの、今回の今実施している公共用地等の先

行取得を実施していく、この体制が絶対必要だと考

えております。幸いにも、今、譲渡所得に関して5000

万円の特別控除という利点もありますので、今後と

も県においては、この跡地利用に向けて、先行取得

に向けて御努力をしていただいて、これが広くは沖
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縄県民に有益に行政サービスができるような体制づ

くりをやっていただきたい、かように思います。

○山内末子委員長 具志孝助委員。

○具志孝助委員 きょう朝から４つの事務局長さん、

大変御苦労さんでございました。長時間一言も声を

出すことがなくて大変恐縮しておりますから、最後

に本年度のそれぞれの事務局の予算の特徴を一つお

伺いしますから、後で答えていいですから考えてお

いてください。最後に聞きますから。それで一言に

かえてもらいたいと思っております。

もうほぼ出尽くしたような感じですが、今、仲田

委員からも、渡久地委員からもありましたが、企画

部の主要事業の中の最初の項目、公共用地として取

得したいという事業、15億7000万円あるのですが、3.5

ヘクタール予定しているというのはありました。最

終的には取得目標面積はどれぐらいを予定している

のか、そして、既に取得した面積、目標の何％を達

成しているとか、いつまでに終わりたいと、この辺

の説明をしてください。

○下地正之企画調整課跡地対策監 現在、県が特定

事業の見通しで立てているのが道路用地約17ヘク

タールでございます。そのうち、平成25年度で3.1ヘ

クタール取得しておりますので、18％はもう取得し

ているということになっております。

○具志孝助委員 道路がね。

○下地正之企画調整課跡地対策監 はい。

○具志孝助委員 公共用地として先行取得を皆さん

今一生懸命頑張っているわけですが、ここの予算は

普天間飛行場に限った事業ですか。

○謝花喜一郎企画部長 そのとおりでございます。

○具志孝助委員 そうすると、普天間飛行場の公共

用地として取得する予定は道路だけですか。たしか

あそこは公園緑地的な利用もしたい、このような計

画だったような気がするのですけれども。

○謝花喜一郎企画部長 いろいろ公共用地としては

公園等も該当すると思いますけれども、現時点で国

に対して特定事業の見通しというものを出して公共

用地の先行取得が可能になるわけですが、それを出

しているのは道路だけです。これが面積17ヘクター

ルということです。公園につきましては、今その配

置などをどうするかということをまさに今基本計画

をつくっている最中ですので、それでおおよその場

所、面積が決まった時点でまた検討するということ

になろうと考えております。

○具志孝助委員 用地の面積としては道路よりも公

園のほうが広くなるのかなと私は予想するのですが、

そうであるとすれば、道路だけではなくて、公園用

地も先行取得をできるのであればやるべきではない

ですか。そういう予定はないのですか。

○謝花喜一郎企画部長 特定事業の見通しというア

バウトな概要計画でいわゆる5000万円控除が受けら

れるという仕組みをまずつくりました。ですので、

まずそれにはいわゆる種類と面積を国に示す必要が

あるわけですが、今現時点で国にしっかり示せるも

のが道路用地で面積が17ヘクタールということでご

ざいます。公園につきましては、実は我々はまだ構

想段階では国有公園というものも議論がございます。

それが実現するかどうかを含めまして、公園も実は

地下水脈に応じて配置すべきではないかといろいろ

また有識者の意見などもございますので、公園をど

こにするかということについておおよその案はある

わけですが、まだ確定はしておりません。そういっ

たものがおおよそ固まった時点で、公園は県がやる

のか、市がやるのか、国がやるのか、そういった議

論を検討した上で対応していく、そういったことに

なろうかと思っております。

○具志孝助委員 普天間飛行場は、これは大田県政

時代からたしかそういう構想を持っていたと私は理

解をしているのですが、あそこは交通結節点として

の利用と、そして金太郎あめ的な開発にならないよ

うに広く緑地、公園をつくりたいと。もう敷地の大

半をそういうふうな利用の仕方をしたいという基本

構想があったと思いますよ。そのような構想はあの

時代から基本的には変わっていないのではないです

か。

○謝花喜一郎企画部長 いわゆる大規模公園、国定

公園というものを我々は議論もしておりました。あ

のときは一固まりで100ヘクタールというものを実は

構想していたわけです。やはりこれからのまちづく

りには公園というのも重要なウエートを占めている

というのも我々は十分認識しています。ただ、いろ

いろ有識者の方々と跡利用のゾーンを考えるときに

議論になりましたのは、地下の水脈を十分考えた上

で公園緑地帯を配置すべきであるという強い意見が

出ました。そういったことから水脈等のいろいろ調

査なども行って、それを踏まえた上で公園緑地帯を

どうするかという議論をやろうと考えております。

およそ４つのパターンから１つに絞られつつありま

すけれども、これが確定した段階で検討していきた

いということでございます。

○具志孝助委員 そうすると、次の跡地利用推進と

も絡むのですが、跡地利用計画の構想というのです
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か、基本計画までまだ至らないのかなと思っている

のですが、この辺は跡地利用計画の審議委員会みた

いなものがあると思っているのですが、いつごろま

でには基本計画をやる、跡地利用の計画の具体案を

まとめていかなければならないと思っているのです

か。

○謝花喜一郎企画部長 実は昨年の３月に中間取り

まとめをつくりました。やはりスピードアップしな

いといけないと考えておりまして、今、利用計画の

素案というものを平成28年にはつくりたいと考えて

おります。

○具志孝助委員 先ほど道路用地として先行取得し

ている、その取得率が18％ということでした。これ

は当然100％を目指さなくてはいけないのですが、い

つまでに完結する予定なのですか。何年度まで。

○下地正之企画調整課跡地対策監 平成25年度は3.1

ヘクタール、平成26年度は3.5ヘクタールを目指して

おりますので、そのペースでいけば５年で17ヘクター

ルは全て購入できると考えております。

○具志孝助委員 あと５年かけてやる。今、鉄道の

計画もあと数年では具体化していかなくてはいけな

いと。先行取得の計画と皆さんがこの鉄軌道の事業

計画のプランのスケジュールと、それは後でまた聞

きますけれども整合していますか。

○謝花喜一郎企画部長 平成28年に素案をつくると

いうことですが、そのときにはおおよそ鉄軌道、そ

れから縦貫道路、横断道路の配置がわかるような形

にしたいと思っております。鉄軌道は我々は平成31

年着工を目指して頑張っております。普天間飛行場

の返還、いろいろ議論はあるわけですが、これが返

還された後、直ちに事業に着手できるか、いわゆる

区画整理事業等が入れるかというと、必ずしもそう

ではないと考えています。それはいわゆる支障除去

措置、汚染物質等を除去する、原状回復を設定して

やっていただく、そういった作業がこれから出てき

ます。この西普天間住宅地区が来年３月末に返還予

定ですが、それでも３年ほど見ております。あれが50

ヘクタールです。普天間飛行場は480ヘクタールです

ので、単純に計算しますと約６倍ぐらいの時間がか

かる。ただし、それはずっと前倒しの形で早目の返

還につなげるわけですが、そういったこともろもろ

を考えると、きちっと整合がとれているかという御

質疑には計算はなかなかしにくい部分があるわけで

すが、我々は今の時点で企画調整課跡地対策監が答

弁したような５年めどで公共用地を先行取得したと

しても、跡地利用の円滑化にブレーキをかけるとい

うようなことはないだろうと考えております。

○具志孝助委員 繰り返しで恐縮ですが、道路用地

として今取得していると。目標が何ヘクタールです

か。

○下地正之企画調整課跡地対策監 17ヘクタールで

す。

○具志孝助委員 既に取得したのは。

○下地正之企画調整課跡地対策監 約3.1ヘクタール

です。

○具志孝助委員 3.1ヘクタールは既に取得している

し、新年度であと3.5ヘクタールを取得したいと。合

わせて6.6ヘクタールぐらいになるけれども、それが

全体の18％ということになるのですか。合わない。

○下地正之企画調整課跡地対策監 3.1ヘクタールが

17ヘクタールの18％でございます。

○具志孝助委員 既にとったのがね。わかりました。

取得目標が何年でしたか。

○下地正之企画調整課跡地対策監 目標といいます

か、3.5ヘクタールのペースでいくと、あと５年です。

○具志孝助委員 あと５年といったら何年になるん

だ。

○下地正之企画調整課跡地対策監 平成31年。

○具志孝助委員 計算が合わないのではないですか。

取得して区画整理とか地籍をやらないと、その土地

は道路用地として確保できないのではないですか。

まとめられないのではないの。

○下地正之企画調整課跡地対策監 跡地利用推進法

で土地取得する場合には面積と公共事業の種類を示

すことになっていまして、実は配置というのは決め

なくても買えるような仕組みです。なので、現時点

では立入調査も十分にできませんので、ここだとい

う位置を特定することはできないわけですので、跡

地全域から土地取得をして、将来区画整理事業が入っ

た場合に集約して道路用地とするということでござ

います。

○具志孝助委員 公共用地として必要な面積を確保

すれば、これは先行的に使うことができると、それ

に合わせて区画整理事業をやればいいと、公共事業

についてはこのような優先権があるというわけです

ね。そういうことになっておりますか。わかりまし

た。

それでは、鉄軌道の話ですが、朝からたくさんの

方から質疑をいたしました。この鉄軌道はもう140万

県民が望むところだと思っておりますが、これのネッ

クはいわゆる特例型の事業でやっていきたいと、こ

れが前提ですよね。これは見通しはどうですか。か
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つて皆さんは沖縄幹線道路整備法という法律で特例

を設けるのだ、このようなこともあるわけですが、

どのような見通しになっているのですか。

○謝花喜一郎企画部長 平成25年度の事業でこの特

例制度について実は今詳細にいろいろ調査をやって

おります。我々はこれを細かく分析、検討いたしま

して、この調査結果をベースにしまして県の考え方

を国に提案したいと思っています。これは平成26年

度中にやりたいと思っております。ここからが本格

的な国との議論になる。その議論を踏まえていわゆ

る特別立法が必要かどうかということも国に対して

投げてみたいと考えております。

○具志孝助委員 この特例法はまだ国に対しては提

案をしていないということ、平成26年、ことし、新

年度で提案していきたいということですか。

○謝花喜一郎企画部長 この法案の我々の考え方は、

平成26年度、平成27年度、パブリックインボルブメ

ントをやります。平成28年度中に県の計画案を出し

て、国に対して法制度を求めるわけですが、平成26

年度はその前提となる県の考え方を国に対して議論

します。国がまたいろいろな意見があると思います。

これについてしっかり議論を行うことが極めて重要

だろうと考えておりまして、平成26年度キックオフ

をするということでございます。

○具志孝助委員 県の調査結果と内閣府の調査結果

には相当の落差があるのです。これはどう埋めてい

くのですか。

○謝花喜一郎企画部長 簡単に申しますと、国がか

ためにといいましょうか、やると思います。我々は

いかにしたら実現可能かという観点からやっている

ということです。県としては、この分についてぜひ

実現したいということを強く国に申し入れる。特例

制度、これから具体的なものについて国に対して提

案するわけですが、これが実現可能性があるんだと

いうことをしっかり国に説明できれば、国と県との

認識の乖離は埋まるものかなと考えております。

○具志孝助委員 調査の結果についてはもう新聞紙

上でも出ていますからさわりませんけれども、余り

にも差があり過ぎる。これはビー・バイ・シーも厳

し過ぎる、このような状況の中では極めて厳しいの

です。そして、県内の鉄軌道に対する考え方もほと

んど合意形成がなされていない。先ほどの大城一馬

委員は、ＬＲＴというのですか、こっちのほうがい

いと、県のほうはあくまでも小型で高速性の鉄軌道

だと、このように言っているのですが、この辺はど

ういうぐあいにまとめていくつもりなのですか。

○謝花喜一郎企画部長 県はいわゆるＬＲＴを指定

はしておりません。まず骨格軸として南北縦貫は今

委員おっしゃったような高速小型鉄道でなければな

らない。これは時速100キロで那覇と名護を１時間で

結ぶ。ただ、拠点拠点、いろいろなところに拠点、

駅ができると思いますけれども、そこを横につなぐ、

フィーダー交通と言っていますが、それはまちづく

りの観点からＬＲＴもあり得るだろうと考えており

ます。ですから、いろいろな方々がおっしゃるＬＲ

Ｔについての思いというのはこの支線、フィーダー

交通で我々は対応できるかなと考えております。

○具志孝助委員 この名護－那覇間とか糸満－名護

間の背骨になる部分は小型鉄道、枝葉はＬＲＴでや

るというのですが、この背骨の部分も低床でやった

ほうが利便性が高いのではないかという意見がある

わけです。新聞紙上で見ます。これは全く検討の余

地はないのですか。県はこれには妥協しないのです

か。

○謝花喜一郎企画部長 この辺は我々もしっかり県

民に対して説明しなければいけないことだろうと

思っておりますが、やはり県土の均衡ある発展を考

えたときには、南北を１時間で結ぶ骨格軸としての

鉄軌道は重要、不可欠だと思っております。仮に南

北を鉄軌道ではなくＬＲＴでやったとした場合には

１時間を超えるわけです。２時間とか３時間とか超

えるわけです。そうしますと、今のいわゆる自動車

道、また既存の国道58号等とどこにどう差があるの

かということを県としては疑問に思っているわけで

すので、どうしても南北の均衡ある発展、南北を１

時間で結ぶという大義がございますので、これに向

けて骨格軸は堅持していきたいと考えております。

○具志孝助委員 それは意見として聞いておきます。

そうすると、今、県が考えているようなことになる

と、どうしても地下を走る、高架が多過ぎる、地下

を掘らなくてはいけないという面が多いということ

も指摘されています。これはどれぐらいの比率だと、

もう既に試算しているでしょう。この辺の数字がも

し調査が終わっていれば。

○謝花喜一郎企画部長 詳細についてはまた担当か

ら説明させますが、中南部はほとんど地下だと理解

していただいて結構です。普天間飛行場のところで

地上に上がり、それから沖縄市にまた向かいます。

沖縄市とかそういったところに、そこでまた地下に

入るだろうと思っております。うるま市から恩納村

に上がったところから少しずつ高架が出てくるだろ

うと思っております。北部はほとんど高架になるだ
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ろう。おおよそこういった感じで考えております。

○具志孝助委員 今のこの割り方で距離にして全長

で70キロか80キロでしょう。これの何キロぐらいは

地下に潜る、何キロは高架になるというのがあると

思うのです。これを示してください。

○多嘉良斉交通政策課長 那覇－名護間で距離にし

て68.7キロございます。その中で高架、橋桁で10.9

キロ、パーセンテージにしまして16％になります。

シールドトンネル、これは地下鉄です。シールドト

ンネルが35キロで51％です。それと、うるま市から

名護にかけて山岳地帯がございますので、そこでは

地下トンネルではなくて普通の山岳トンネルの形状

がございます。これが13キロで19％になっておりま

す。

○具志孝助委員 これをＬＲＴに変えたときにはど

うなるのですか。その数字を持っていますか。路面

電車でいくと、ほとんど地下を掘らないで済むよう

な形になるのではないですか。

○多嘉良斉交通政策課長 ＬＲＴを前提とした構造

区分についてはまだ検討しておりません。

○具志孝助委員 ＬＲＴはほとんどが地上で走って

つなげていけると、大体このような発想ですよね。

それはそうでしょう。

○謝花喜一郎企画部長 そうだと思います。

○具志孝助委員 そうすると、ＬＲＴになると、確

かに速度は落ちる、どんなに急いでも１時間ですよ

ね。１時間というのは今自動車で１時間で行くので

すよ。そんなに早くないのだよ。早いものを競うの

だったら車でも間に合う。大体やる方法があるわけ

だ。１時間で行くんだったら車でも行けると。しか

し、経費の問題とか、景観の問題だとか、あるいは

乗車に優しさということから考えると、ＬＲＴを主

張している人たちの意見も案外聞くに値するような

主張だと思ったりするのですよ。そういう意味合い

では、もっと県民の意見を広く聞くべきだと私は思

うのです。それを考えるべきではないですか。例え

ば言われるように、市町村の意見、事業者の意見を

反映させるべきだと言っているのですが、それの調

査だとか何かの方法でやるべきではないかと思って

いるのですが、いかがですか。

○謝花喜一郎企画部長 そういった御意見は平成26

年度のＰＩ、パブリックインボルブメントで十分対

応できると思います。ただ、一方でこのＬＲＴ、路

面でやった場合に道路上を走るわけですね。そうし

た場合、どこを走るかということになります。国道58

号を仮に走るとした場合に、ずっと那覇から名護ま

で、例えば専用路面を１つずっと潰すわけです。そ

れをやることの意義、例えばそうした場合にバス専

用レーンとどこがどう違うのかというのが素朴な疑

問として起こってまいります。そういったことも含

めて我々は県民に説明して議論していきたいと考え

ております。

○具志孝助委員 もう時間がありませんから、先ほ

どの予定どおりに４名の事務局長さん方、本年度の

それぞれの予算の特徴を一言ずつお話しください。

○岩井健一会計管理者 まず答弁の機会をいただき

ましてありがとうございます。

会計管理者の補助組織には会計課と物品管理課の

２課がございます。予算の特徴を申し上げますと、

職員費を除いて申し上げますと、まず会計課の予算

でございますが、事項は１つでございまして出納事

務費、これは会計管理者の職務権限及び国の法定受

託事務などの遂行に要する経費でございますが、平

成26年度予算は１億5075万7000円で、およそ600万円

の減でございます。この減の要因につきましては、

財務会計システムが平成26年度中に途中でリース切

れになりまして、その後、再リースになるものです

から、その分の使用料が減るということでございま

す。

それから、物品管理課の予算でございますが、財

産管理費ということで２つの事項がございますが、

両方合わせて、平成26年度は3016万4000円で、1600

万円余りの増となっています。これにつきましては、

増の主な要因は、車両管理事務費で公用車を３台購

入するということと、それから物品調達に係る電子

入札ということで、それの導入に向けてやっていき

たいということで400万円ほどふえているということ

で、平成26年度予算の出納事務局の予算の特徴は以

上でございます。

○平良宗秀人事委員会事務局長 人事委員会の業務

内容は御案内のとおり、職員の採用ということから

始まりまして、そのための試験あるいは昇任のため

の選考書とか、そういったスタートをしていきます。

そして、その中で職員の給与、勤務条件について勧

告等を行う。さらに不利益な取り扱いだというよう

な訴えに対して対応する。さらに、労働基準監督機

関としての職員の健康、安全などの管理の状況を調

査、把握して、また勧告を出すといった業務を行っ

ておりますけれども、それは県の行政の基礎たる職

員の管理という面で大きな機能を果たしていますが、

予算面はそういった事業費的なものは2800万円程度、

あとは人件費等、この果たしている役割の割には割
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と効率的にやっているだろうというのが特徴的なと

ころだと考えております。

○新垣光博監査委員事務局長 監査委員事務局は監

査課という１課から成っておりますが、御案内のよ

うに、監査課の業務としましては、定期監査の実施、

財政援助団体等監査、行政監査、それから決算審査

等の業務をやっております。平成26年度の予算額と

いたしましては１億7656万7000円計上していまして、

その内訳といたしましては、委員費として1937万7000

円、事務局費として１億5719万円を計上しておりま

す。特徴というのは余りないのですが、前年度に引

き続きまして工事監査というのが323万1000円を計上

させていただいております。平成25年度の工事監査

は10機関36件実施いたしましたが、平成26年度は12

機関48件をふやす予定にしています。それに加えま

して、企業局あるいは土木の建築部門を実施する予

定にしております。

○嘉陽安昭議会事務局長 それでは、議会事務局の

予算でございますけれども、議会事務局は、総務課、

議事課、それから政務調査課の３課で本会議、それ

から委員会運営を中心に議会の議員の補佐活動を主

に事業として行っております。

本年度予算でございますけれども、平成25年度予

算に比べまして2650万円の減となっておりますけれ

ども、その減の主な理由は、議会費、議員の分でご

ざいますけれども、全国議長会の共済費の負担金の

率が下がりまして、それで約1000万円の減となって

おります。そして事務局費では、昨年度実施いたし

ました常任委員会、各特別委員会等のインターネッ

ト配信でございますが、デジタル事業の工事費の減

が1000万円でございます。その事業は、あちらのほ

うにデジタルカメラがついていると思いますけれど

も、そういった工事が昨年で終わりまして1000万円

の減、それから平成25年度、本年度で議会史編さん

業務が完了することによりまして約400万円の減とい

うことで、現年度に比べまして約2600万円の減とい

うことになっております。そして新規事業といたし

ましては、議会庁舎も約20年を超えて経年の劣化が

ありますので、地下の電気設備の消火施設の改修が

約300万円、それから耐用年数を超えました議長公用

車の買いかえが約700万円ということで新規事業を見

込んでおります。

以上が新年度の議会事務局予算、議会費の概要で

ございます。

○具志孝助委員 ありがとうございました。

○山内末子委員長 以上で企画部長、会計管理者、

監査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事

務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、長時間にわたりまして大変御苦

労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。その後、要調査事

項及び特記事項について確認を行った。）

○山内末子委員長 再開いたします。

要調査事項及び特記事項につきましては、休憩中

に確認いたしましたとおりといたします。

次に、お諮りいたします。

予算特別委員会委員長に対する予算調査報告書の

作成等につきましては委員長に御一任願いたいと思

いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山内末子委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

3ii4

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、３月25日の審査日程変更につい

て協議を行った結果、意見の一致を見た。）

○山内末子委員長 再開いたします。

本委員会所管事務調査事項「不発弾等対策条例の

制定について」に係る沖縄県の不発弾等対策の現状

についてを日程に追加することについては、休憩中

に御協議いたしましたとおり、３月25日知事公室の

陳情審査終了後に追加したいと思いますが、これに

御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山内末子委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月24日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後５時30分散会
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